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表 2  製造様式別クリンカー生産量2021年度のセメント生産
および操業の概況
(一社）セメント協会　生産・環境部門

図１  会計年度セメント生産（クリンカー出荷を含む）対比
（2010－2021年度）

1．生 産

　　2021年度のセメント生産量（輸出用クリンカー等を

含む）は55,741千t，前年比99.4％と減少しました（表

1，図1）。

　ポルトランドセメントは38,338千ｔ（前年比 103.1％，構

成比76.5％），混合セメントは11,623千ｔ（前年比96.6％，

構成比 23.2％），その他のセメントは153千ｔ（前年比

96.4％、構成比 0.3％）となり，ポルトランドセメントの構成

比が前年度より1.1%増加し，混合セメントの構成比が

前年度より1.1%減少しました。輸出用クリンカー等は

5,627千ｔ（前年比 86.5％）と減少しました。

表1　種類別生産量

　ポルトランドセメントの種類別の構成比をみますと，前

年度に比較し，普通ポルトランドセメント，耐硫酸塩ポル

トランドセメント，その他のポルトランドセメントは増加しま

したが，早強ポルトランドセメント，中庸熱ポルトランドセ

メント，低熱ポルトランドセメントは減少しました。

　一方，混合セメントは，その他の混合セメントは前年

度より増加しましたが，高炉セメント，フライアッシュセメ

ントは減少しました。

　なお，シリカセメントは2010年度以降生産はありません。

2．操 業

２‒１．操業実績 ※1

　2021年度のクリンカー生産量は47,338千ｔ，前年比

99.6％となりました。

　製造様式別の生産量で見ると， ＮＳＰ（新サスペンショ

ンプレヒーター付キルン）による生産は前年度より194千ｔ

の増加，ＳＰ（サスペンションプレヒーター付キルン）による

生産量は前年度より378千ｔの減少となりました（表2）。

　2021年度のクリンカー製造能力の53,724千ｔに対し，

クリンカー生産量が47,338千ｔであったことから，稼働率

は88.1％となりました（表3）。

　なお，2022年4月1日現在の回転窯（キルン）基数は

ＮＳＰ42基， ＳＰ9基の計51基で，クリンカー製造能力は

53,202千tです。

※1 　表１の「その他のセメント」の生産に伴うものは含まれていない。Statistical summary of Cement Production in JAPAN 
2021（JCA）

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

2 

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

3 

表 3  クリンカー製造能力と稼働率

２‒2．原料使用状況 ※1

　2021年度の原料使用量は，合計で78,002千ｔ，前

年比 99.7％となりました（表4）。

２‒３．熱エネルギー使用状況 ※1

　2021年度の用途別の熱エネルギーは，セメント製造

用が石炭換算（25.95MJ/kg）で6,241千ｔ，前年比

99.2％と減少しました。自家発電用は石炭換算で2,073

千ｔ，前年比96.3％と減少しました。

　この結果，総熱エネルギー使用量は石炭換算で

8,314千ｔ，前年比98.4％と減少しました。

　総熱エネルギー使用量を種類別構成比でみますと，

石炭70.1％（前年度 70.1％），石油コークス10.8％（同

10.8％），重油 0.7％（同0.7％），その他 (エネルギー代

替廃棄物 )18.4％（同18.4％）となりました（表4）。

　セメント製造用熱エネルギー原単位は石炭換算で

112.3kg/ｔとなり，前年度より0.3kg/ｔ減少しました。

なお，エネルギー代替廃棄物を除くセメント製造用熱

エネルギー原単位についても前年度より減少していま

す（図2）。



表 4  原料およびエネルギー消費量

２‒4．電力エネルギー使用状況 ※1

　2021年度のセメント製造用電力エネルギーの使用

量は5,955百万 kWh，前年比 100.1％となり，前年度

より増加しました。また，セメント製造用電力エネルギー

原単位は，107.1kWh/tと前年度より増加しました（表

4，図3）。

　使用電力に占める廃熱発電の割合は11.2％，廃熱

発電以外の自家発電の割合は52.3％，購入電力の割

合は36.5％でした。

３．廃棄物・副産物使用状況 ※1

　2021年度の廃棄物・副産物使用量の合計は，前

年度より減少の，26,294千ｔ（前年比 100.5％）となりま

した。また，セメント１ｔ当たりの使用量は473kgとなり，

前年度より増加しました（表5）。

図 2  セメント製造用熱エネルギー原単位の推移 図 3  セメント製造用電力エネルギー原単位の推移

表 5  廃棄物・副産物使用量推移
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CO₂を削減しつつ，残コン・戻りコンを
ゼロにする新たな方策 

Proposal for novel system to diminish waste fresh concrete and to achieve 
low carbon footprint at construction site

野口　貴文　　坂田　昇　　池上　徹　　藤井　成厚

1．はじめに

　地球温暖化が世界的な課題となっており，最近の異

常気象もそれによるものであると言われている。昨年イ

ギリスで行われたCOP26（国連気候変動枠組条約第

26回締約国会議）では，石炭火力発電所の稼働を

2030年までに制限することなどが議論された。大気中

のCO₂を増やさないためには，このようにCO₂の排出を

抑制するとともに，CO₂を人工的に固定化することも望

まれている。

　セメントは製造時に大量のCO₂を排出する1）ため，

そのセメントを使って造られるコンクリート構造物も造れ

ば造るほど CO₂を排出していることになる。政府が主

導するグリーンイノベーション基金による環境負荷低減

技術開発が今年から始まり，環境配慮型コンクリートの

のぐち　たかふみ　／　NOGUCHI Takafumi
東京大学　大学院工学系研究科　教授　博士（工学）

さかた　のぼる　／　SAKATA Noboru
鹿島建設（株）　執行役員
土木管理本部土木技術部長　博士（工学）　博士（農学）

いけがみ　とおる　／　IKEGAMI Toru
（株）安藤・間　取締役副社長

ふじい　しげあつ　／　FUJII  Shigeatsu
生コン・残コンソリューション技術研究会　事務局長

技術開発が加速化するものと考えられる。図1に示す

とおり， 久田らは環境配慮型コンクリート技術2）を①セメ

ントを置換する材料技術， ②骨材や粉体にCO₂を固定

化してコンクリートに混入する技術， ③コンクリートが

CO₂を吸収する技術の３つに分類している。コンクリー

トでCO₂を低減していくためには， これらの技術を駆使

し，また今後新たな技術を開発することが必要であり，

①と②を用いた技術， ①と③を用いた技術， ①②③す

べてを用いた技術を適材適所に使うことで，

i-Constructionが目指す省人化・自動化とCO₂削減

を同時に解決することが考案され3, 4），実用化に向け

て検討されている。

　このような技術開発により， 将来的に， コンクリートが

CO₂を排出する悪者からCO₂を吸収する良者に変わっ

ていくことが期待されているが，現状のコンクリートです

ぐにそのようなことを実現するのは難しい。まずは，で

きる限り効率的にコンクリートを活用していかなければな

らない。コンクリートにおいて最も無駄となるのが，残コ

ンクリート（以下，残コン），戻りコンクリート（以下，戻り

コン）である。残コン・戻りコンを少しでも減らすために，

生コンクリート協同組合のなかには，戻りコンの有償化

を打ち出しているところもある。また，学協会では，戻

りコンが出ないように，コンクリート打設量を正確に計測

して生コンクリートを注文することを建設会社に促してい

る。しかし， 残コン・戻りコンが思うように減らないのが

実状である。本稿では， 考えられる原因について解説

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 
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図1　環境配慮型コンクリートの全体像
(％) 
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図2　年度別残コン・戻りコンの
発生比率の推移（湘南生コンクリート協同組合）5）

するとともに，建設現場で発生した残コン・戻りコンを

CO₂を削減しながら処理することで残コン・戻りコンを

ゼロとするための新たな方策について述べる。

2．残コン・戻りコンがなくならない理由

　図2に湘南生コンクリート協同組合管轄内の残コン・

戻りコン発生比率の年度別推移を示す5）。2013年度

から2021年度までの9年間で2～3%の範囲にあり，

直近の2021年度は増加傾向にある。また，図3に全

国生コンクリート工業・協同組合連合会が調査した1

工場あたりの残コン・戻りコンの発生量を示す6）。残コ

ン・戻りコンの発生量は僅かながら増加傾向にある。

　残コン・戻りコンがなくならない理由として，現状の

建設現場では残ったコンクリートを処理することができな

(m3) 
1000

発生量（ 1工場当たり） 

800 (n：工場数) 
654 

540 (n=1,442) 

600 (n=406) 468 
389 (n=1,769) 

(n=2,276) 
400 

200 

0 
1994年 1997年 2006年 2018年

図3　1工場あたりの残コン・戻りコンの
発生量（全生連）6）

いことがある。また，そもそも建設現場でコンクリートが

残ってしまう理由の一つとして，施工者が型枠内の寸

法を正確に測ってコンクリートの容積を算出したとしても

誤差が生じることがある。例えば，コンクリートの空気

量の基準値は4.5%±1.5%であり，最大 3%の誤差が生

じることになる。生コン工場によっては，容積保証として

出荷するコンクリート量を少し多めにしている場合もあ

る。また，注文するコンクリート量のミスや，施工中のト

ラブルなどが原因で残コンが発生する場合があるほ

か，建設現場においてポンプ圧送してコンクリートを打

設する場合に，コンクリートの品質を確保するためにポ

ンプに先送りされるモルタルはすべて生コン工場に戻さ

れている。

　これらに加えて，品質確保の観点で，打設の最後に

コンクリートが不足することを避けるため，施工者があえ

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 
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図4　濁水処理装置の処理フロー

て余裕を持たせてコンクリートを注文することが残コンの

発生につながることがある。土木構造物では，コンクリー

ト示方書で求められる100年の耐久性を確保するため

コンクリートの表層品質が極めて重要となる。建築物で

もJASS 5で求める計画供用期間の級が長期の場合

タなどの負荷値によってコンクリートのスランプを調整し

ているため，少量を注文するとその調整ができず，どう

しても品質がばらつく要因となるためである。以上のよう

な様々な事情から，残コン・戻りコンが減らないものと

推察する。

や，住宅性能表示制度における劣化対策等級 3の場

合および長期優良住宅である場合には，100年程度の

耐久性を確保するためにコンクリートの表層品質が重視

される。コンクリートの表層部分は通常，打設の最後の

方となるため，ここでコンクリートが不足すると，重要な

表層品質に問題が生じることになりかねない。仮に，表

層部分に未充塡やコールドジョイントを発生させてしまう

と，発注者によってはすべて壊して作り直しを求める場

合も少なくない。また，壊すところまで行かなくとも，

100年程度に及ぶ将来的な品質を保証しなければなら

ないケースもある。このようなことから，施工者は，表

層部分の打設時にコンクリートが足らなくなってコールド

ジョイントのような品質不良を起こさないためにも，コンク

リートを多めに注文する傾向がある。たとえ，アジテー

タ車 1台分（4.5m³）の生コンクリートを余らせて，かつ戻

りコンの補償をしたとしても，施工したコンクリート構造物

を造り直すよりも遥かに安くなるケースが多いのである。

　また，打設の最後に1m³など少量のコンクリートを

注文すると，その品質が低下することが考えられる。

なぜなら生コン工場のバッチャープラントでは一般的に2

～3バッチのコンクリートを練り混ぜ，前後のアンペアメー

3．建設現場で残コン・戻りコンを
処理する方法

　建設現場において残コンが発生したとしても，その残

コンを建設現場内で処理することができれば，残コン・

戻りコンは発生しないことになる。残コン・戻りコンを建

設現場内で処理するため，比較的大規模な建設現場

では，一般的に行われている濁水処理の装置を活用す

る方法が考えられる。建設現場では，図4に示す濁水

処理装置を用いて，泥水やコンクリートの洗い水などの

濁水をCO₂で中和し，凝集剤で濁度を下げたうえで，

その処理水を排出している。写真 1に濁水処理装置の

全景を示す。この濁水処理装置を応用して，残コンを

建設現場で処理する方法を考案した。その全体システ

ムを図5に示す。

　まず，アジテータ車に残ったコンクリートに超遅延剤を

添加し，適量の水を加えて高速攪拌する。その後，ア

ジテータ車から流動性の高いコンクリートを振動式ふるい

に投入する。コンクリートは散水装置が付いた振動式ふ

るいの上を通って，ふるい前面に，写真２に示すように，

分離して洗われた粗骨材が排出される。建設現場でア

図5　建設現場での残コン処理システムの全体フロー

写真1　濁水処理装置の全景

写真3　アジデータ車からコンクリートを散水装置付き
振動ふるいに投入している状況

ジテータ車に残ったコンクリートを振動式のふるいに入れ

ている状況を写真３に示す。写真に示すとおり，ふるい

分けされた粗骨材は，洗浄された状態で前面の容器に

排出される。

　モルタル分は振動式ふるいの下にセットした水槽に落

ちる。水槽内に落ちたモルタル分は，水槽内に取り付

けた攪拌装置で攪拌し，懸濁水状になったものを既存

の濁水処理装置に送り込み，CO₂で中和する。それに

より高アルカリ成分が炭酸化するため，生成される炭酸

カルシウムや骨材は一般残土として処理が可能となる。

写真2　散水装置付き振動ふるいの稼働状況

写真4　炭酸カルシウムと細骨材の混合物

濁水処理装置内で，炭酸ガスを吸収・固定して生成さ

れた処理土を写真 4に示す。この処理土は炭酸カルシ

ウムと細骨材の混合物であり，将来的に法規制を変える

ことができれば，この処理土を現場内で使うことも可能と

なる。

　処理された水は，pHと濁度が基準値以内であること

を確認して河川などに放流する。放流水のpHの確認

状況を写真5に示す。また，今回の施工実験において，

ふるい直下の水槽，原水槽，中和ボックス，沈殿槽お

よび場外排出口の各場所でのpHの経時変化を図6に
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図8　戻りコンから再生セメント CemR³を製造するプロセス 9）

図7　RRCSが提案する残コン・戻りコン処理ステーション

写真5　放流前の処理水の pHの確認

示す。図に示すように，全ての場所でのpHは処理開

始から8時間後に基準値であるpH8.6以下になった。

　一方，この工程によって残コン・戻りコンにCO₂を吸

収させることができるため，その値を定量的に評価すれ

ば，現場においてCO₂の削減に寄与することも可能で

ある。将来的には，濁水処理装置で使用するCO₂とし

て建設現場で排出される重機などの排ガスを用いること

ができれば，建設現場から排出されるCO₂も削減できる

ようになる。今回の施工実験では，コンクリート1m³当た

り約 10kgのCO₂を固定化できた。

　ただし，前述のように，この方法が適用できるのは比

較的大規模で，濁水処理装置が設置されている建設

現場に限られることが課題である。

4．残コン・戻りコンをゼロにする
処理ステーションの提案

　通常，例えばピザなどの食品を店内で食べるので

なく，デリバリーまたはテイクアウトした場合，食べ残し

たからといって，店は残ったピザを引き取ってくれない。
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図6　各場所での pHの経時変化

コンクリートも生ものであり，一度買った以上，残りを店

に返すという行為は，通常の概念に照らし合わせた場

合，本来おかしな話である。したがって，残コン・戻

りコンを生コン工場に戻すことができないルール作りが

必要である。そうなれば，施工者が自らの責任で残コ

ン・戻りコンを処理しなければならなくなる。

　もし，残コン・戻りコンを生コン工場が受け取らない

というルールになると，前述の濁水処理装置を有する

比較的大規模な建設現場では，現場内で残コンを処

理することが進むと思われる。しかし，濁水処理装置

がない建設現場では、残コンを処理するすべがない。

そこで，「生コン・残コンソリューション技術研究会

（RRCS）」では，図7に示すような構想により，建設

現場で発生した残コン・戻りコンを一括して処理する

ステーションを構築する案を打ち出している7）。その具

体的な内容は，以下のとおりである。

　１）生コンクリートの配送状況・利用状況（発注場

所・発注量，既打設場所・既打設量，必要場所・

必要量，残余場所・残余量など）の一元管理と残コ

ンの配送指示

　2） 残コン・戻りコンを用いた，再生セメント，炭酸カ

ルシウム微粉末，コンクリート用再生骨材，路盤材，お

よび土留めや仕切り用のブロックの製造・出荷・利用

　このように，残コン・戻りコンを専用施設で処理する

ことができれば，コンクリート材料やコンクリート製品とし

てのリサイクルも可能となる。これは，前述の建設現

場ではできないことである。例えば，簡易なプロセスの

リサイクルで残コン・戻りコンを粒状化した後に炭酸化

してコンクリート用再生骨材や再生路盤材を製造する

システム7）が考えられているが，このシステムを図7の

残コン処理ステーションに組み込むことが可能である。

　また，図8に示すような再生セメントを製造するシス

テム8, 9）の組込みもできる。このような残コン処理ステー

ションをまずは大阪万博 2025の建設工事に適用するこ

とが検討されている。その後，全国に展開されるよう

になれば，将来的には日本中の残コン・戻りコンはほ

とんど無くなるうえに，CO₂が削減でき，かつ様々な用

途へ再利用できるようになる。さらに，残コン・戻りコ

ンだけでなく，廃コンクリートから炭酸カルシウムコンク

リートを製造する技術10）が開発されれば，この残コン

処理ステーションで，コンクリート構造物を解体して発

生したコンクリートガラなども，CO₂を吸収させてコンク

リート材料やコンクリート製品として再利用が可能とな

る。そのような未来を実現するためには，コンクリート

に関わってきた官学民の技術者が力を合わせて，様々

なハードルを越えて頑張っていく必要があると著者らは

強く思う。
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5．おわりに

　コンクリートはこれまで膨大な量のCO₂を排出してきて

いる。コンクリート関連技術によってCO₂削減を目指そう

とした場合，品質確保のみの観点に立った現状の規格

では実現が極めて難しい。必要な品質を確保すべきこ

とは当然であるが，日本のコンクリートに対する現状の規

準・基準には過剰な制約が多く，このことが環境負荷

低減にも大きな足かせになっている。今後，コンクリート

の品質を確保しつつ，CO₂削減に寄与する技術の導入

の足かせにならないような規準・基準の改定・制定が

求められる。
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社会環境材料としてのセメント系材料の使命と
脱炭素社会構築に向けた動向 

Mission of cement-based materials as social environment materials and Trends 
for building a decarbonized society

大宅　淳一

1．はじめに

　本稿では，2022年 3月15日に開催されたセメント協

会研究所講演会での講演内容に沿って，ポルトランド

セメントやセメント系材料の社会環境材料としての面

と，直面している課題などを中心について解説させて

いただいた。なお，地球温暖化対策として検討・計

画されている内容については，今まさに実証実験も含

め検討されているものであるため，あくまで執筆段階の

おける公開情報をもとにした解説であることをお含みお

きいただきたい。

2．セメント産業の現状
～社会環境材料としてのセメント～

　（1） 製造工程等の概要　

　ポルトランドセメントの製造工程については，セメント

協会のホームページをはじめとして，ポルトランドセメント

やコンクリートの教科書1～4）などでも説明されているが，

改めて確認してみる。例えば，図15）のように，大きく3

つのプロセスを経て製造されている。

　① 「原料工程」

おおや　じゅんいち　／　OHYA Junichi
日本大学　理工学部　一般教育　准教授　博士（工学）

　② 「焼成工程」

　③ 「仕上げ工程」

　①の「原料工程」では，主原料である石灰石をはじ

め，粘土，けい石や鉄原料などを粉砕，乾燥，混合

することで粉体原料とする。

　②の「焼成工程」では， ①で作られた粉体原料がプレ

ヒーターで仮焼ののち，ロータリーキルン炉（“回転がま”

とも呼ばれる）で焼かれる。ロータリーキルン炉での焼成

温度は1450℃以上になり，焼成後，「クリンカー」と呼ば

れる黒い塊状の物質となり，これを一気に冷却する。

　③の「仕上げ工程」では， ②で冷却されたクリンカーの

粉砕やセッコウの添加などを行い，工業製品である “ポ

となる。なお，混合セメントの場合は， ”ルトランドセメント

この工程で高炉水砕スラグやフライアッシュなどの混合材

を添加する。

　（2） 副産物などの利用状況～社会環境材料として～

　ポルトランドセメントは，石灰石をはじめとして粘土，

けい石，鉄原料などの天然原料のほかに，多くの廃

棄物・副産物を熱エネルギーや原料の代替として利用

している。図26）に示したように，石炭灰，焼却灰，

下水汚泥など多くの他業種の廃棄物・副産物を受け

入れている。このようにさまざまな廃棄物・副産物を利

用できる要因として“ポルトランドセメントの成分 ”がカギ

となる。ポルトランドセメントは，酸化カルシウム（CaO）が

65%程度，二酸化ケイ素（SiO₂）が20～25 %程度，酸

化アルミニウム（Al₂O₃）が5.0%程度，酸化鉄（Fe₂O₃）も
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図1　ポルトランドセメントの製造工程 5）

図2　セメント工場の副産物・廃棄物の受け入れ状況 6）

5.0%程度であるが，これらをすべて1450℃以上で焼成

して製造する。このため，ある程度前述の成分を含む

物質であれば天然原料の代替として利用できる。特に，

天然原料である粘土は二酸化ケイ素や酸化アルミニウ

ム，酸化鉄を含むため，これらの成分を多く含む石炭

灰や焼却灰，下水汚泥などを代替として利用する。

　ここで，セメント産業の副産物・廃棄物利用量の統

計データ7）を図3に示し，確認してみる。1990年度か

ら2020年度までの副産物・廃棄物利用量の合計デー

タを比較すると，2000年度以降で2,700万t以上に達し

ており，約 20年間でその利用量に大きな変化はない。

図3　ポルトランドセメントの生産量と
廃棄物・副産物使用量の推移 7）

ただ，セメント１t当たりの使用量で考えると1990年度で

は約250kg/tであったものの，2000年度で約330kg/t，

2010年度以降では約470kg/tとなっており，セメント１t

を製造するにあたって利用される副産物・廃棄物の利

用量が増加していることがわかる。

　続いて，日本国内の資源循環の状況を図48）に示し

た。国内におけるマテリアルフローでは，2018年度では，

資源等の総物質投入量が廃棄物などの含水等および

経済活動に伴う土砂等の随伴投入を含めると約18億t

で，廃棄物等の発生量が約5.5億t，このうち循環利用

量は約2.4億tとなっている。なお，参考までに2000年

度では，資源等の総物質投入量は約 24億 tで，廃棄

物等の発生量が約 6.0億t，循環利用量は約 2.1億 tな

ので，循環利用量は増加しており，環境負荷低減を図

る「循環型社会」の形成のための取り組みが進められて
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起源CO₂排出量 ”と示されることもある。

　②は，化石エネルギー起源の通り，石炭・石油など

の化石エネルギーの消費によって発生する二酸化炭素

である。

　③は，化石エネルギーの代替として利用される木く

ず，再生油，廃油などの廃棄物や副産物を利用した

材料の燃焼にともなって発生する二酸化炭素である。な

お，他業種で発生した廃棄物を天然原料・熱エネルギー

源の一部代替で使用しているため，③の二酸化炭素に

ついてはセメント製品のインベントリとしてカウントすべきで

ない10）と説明されている。　
図4　日本における物質フロー (2018年度 )8）

いることが確認できる。一方，セメント産業では，2000

年度で約2,700万t，2018年度で約2,800万tの副産物・

廃棄物を利用しており，循環型社会構築のために貢

献していることがうかがえる。また，廃棄物の最終処

分場の残余年数を延命する効果9）ももたらしている。

　このように，セメント産業では，他業種の副産物や

廃棄物を多く利用してポルトランドセメントを製造してお

り，このため，日本の循環型社会の構築の一助となっ

ている。

　（3）セメント産業の二酸化炭素排出量に関して

　世界的な気候変動に対する世論の高まりをうけ，地

球温暖化の主因とされている二酸化炭素を削減するこ

とが急務とされている。セメント産業では，ポルトランドセ

メントの製造にあたり，二酸化炭素の発生の起源として

は，①石灰石脱炭酸起源，②化石エネルギー起源，③

廃棄物等焼却起源の3つがあげられる。

　このうち，①は，ポルトランドセメントの原料の一つで

ある石灰石が，焼成された際に石灰石の主成分である

炭酸カルシウム（CaCO₃）が

　CaCO₃ → CaO + CO₂

のように反応することにより二酸化炭素が発生する。化

学式より炭酸カルシウム約100ｇから二酸化炭素が約44

ｇ発生することを意味する。つまり，石灰石を原料とし，

焼成することによって発生してしまう。この石灰石の焼成

によって発生する二酸化炭素の排出量は“非エネルギー

　セメント業界のLCAデータ（2019年度）10）では，2018

年度の①の石灰石脱炭酸起源による二酸化炭素発生

量がポルトランドセメントの1tの製造あたりで約480kg，

②の化石エネルギー起源の同発生量が約280kg， ③の

廃棄物等燃料起源の二酸化炭素発生量が約 64 kgと

なっている。このため，ポルトランドセメント1tの製造の

際に発生した二酸化炭素が約760kgとなる。そのうち6

割以上が①の石灰石の脱炭酸起源によるものである。

この石灰石の脱炭酸起源による二酸化炭素排出量は，

セメントの生産量が1990年代後半から2000年代にかけ

て減少傾向であったが，2011年度から2019年度では，

5000～6000万tとなっており，ポルトランドセメントの生産

量によって増減する傾向12）を示す。一方， ②の化石エ

ネルギー起源の二酸化炭素発生量については，図511）

のようにCO₂排出量の削減および排出原単位の減少が

2000年度以降も進められている。また，③廃棄物等焼

却起源の二酸化炭素については，図611）のようにエネ

ルギー代替廃棄物の使用割合および使用量もともに増

加傾向を示している。

　（4）セメント製造における環境評価

　セメント産業の資源循環の効率的な実現に向けた取

り組みに関して，定量的な評価13～15）が検討されてお

り，例えば，リサイクル率を反映した環境への貢献を

評価するとポルトランドセメント＞フライアッシュセメントB

種＞高炉セメントB種の順になる14）。日本のセメント産

業では製造工程で多くの廃棄物を活用しており，これ

図6　セメント産業のエネルギー代替廃棄物使用量および使用割合の推移

は他の国では見られない特徴であることも示されてい

る。近年は地球環境問題としては，どうしても気候変

動にかかわる“脱炭素”の動きに目が向きがちである

が，資源循環も環境問題の一つであり，セメント産業

が大きな役割を果たしていることを定量的に示すことは

非常に重要といえる。

3.　脱炭素社会に向けての取り組み

　世界的な地球温暖化などの気候変動に対する世界

的な世論の高まりを受け，地球温暖化対策計画を2016

年に閣議決定し，2013年度比で2030年までに26%減，

2050年までに80%減とする目標を掲げた。そして，

2021年にはこの目標よりもさらに高い目標として，2030

年までに46％減，2050年には排出実質を0にとの計画

も立てられた16）。この地球温暖化対策計画の目標設

定に関しては，セメント産業では，（1） 省エネルギー設

備の導入，（2）エネルギー代替廃棄物の使用拡大，

（3）セメント製造プロセス低温焼成関連技術，（4）混

合セメントの普及促進などによって進めていくこと17）が

環境省より削減量の根拠として示されている。

　（1）の省エネルギー設備の導入は，基本的に高効

率化などの効率改善のための設備の更新によるエネル

ギー効率化を図ったもので，これはセメント製造工程

で排出された熱による発電や原料乾燥なども含んでい

る。ただし，図718）で各国のセメントクリンカー生産当

たりの熱投入量で比較すると日本の熱投入量が少なく

省エネルギー化が進んでいることがわかる。このため，

日本の場合は他の国と比較して省エネルギー設備の導

入の効果が小さいものと思われる。また，2010年度

の時点ではあるものの（2）に該当するエネルギー代替

廃棄物の割合が比較して少ない。2010年以降はそれ

ら代替廃棄物の利用量が増加しており，今後もその利

用量の拡大が予想される。なお，エネルギー代替廃棄
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図5　セメント産業のエネルギーに係るCO₂排出量および排出量原単位の推移
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ダム再開発工事における洪水吐および
減勢工コンクリートの改造 

-浜田川総合開発事業浜田ダム再開発工事から-
Construction of Spillway and Downstream structure in the Upgrading Dam

沼本　仁志　　坂井　吾郎　　船水　雄太

1．はじめに

　本事例は，島根県が県西部の浜田市において，浜

田川総合開発事業浜田ダム再開発工事で既設の重力

式コンクリートダムを再開発した際の施工実績である。

既存ダムを補強や改造することで，機能の増強，効率

化や長寿命化を図っている。再開発工事では，運用中

のダムの機能を維持しながら，コンクリートの一部を取壊

し，既設ダムとの一体化を図りながらコンクリート打設工

事を進める事例が多い。また，大型のダム工事では現

場付近に原石山を開発し，コンクリート製造設備を設置

して長時間で大量の施工を行ってきたが，一方で小型

のダムや近年増えているダム再開発工事などでは，社

会的環境やコストの問題から現場周辺の生コン工場か

らコンクリートを購入するケースも多く，本工事も購入コン

クリートでの施工であった。

　本稿では，再開発工事として大雨の時に大量で流

ぬもと　ひとし　／　NUMOTO Hitoshi
鹿島建設（株）　土木管理本部土木工務部ダムグループ
担当部長

さかい　ごろう　／　SAKAI Goro
同上　技術研究所　主席研究員

ふなみず　ゆうた　／　FUNAMIZU Yuta
同上　中国支店小田川付替えJV工事事務所

写真1　既設浜田ダム（再開発前）

図2　再開発の主な工事内容

　既設浜田ダム（写真1）は，洪水調節および発電を目

的とした多目的ダムであったが，再開発工事により洪水

調節をゲート操作によらない流水型の治水専用ダムとし

た。これにより洪水時にはダム堤体内に設置された管

路式の洪水吐に土砂を含む放流水が流下するため，

洪水吐より下流の構造物にすり減り抑制対策を行った。

また，設計洪水流量の見直し（552m³/ｓ→850m³/ｓ）

により，堤体頂部の洪水吐の越流幅を8mから12mに

拡幅し，越流天端を3.7m低くするために既設コンクリー

トを一部取り壊し，堤体導流壁を新設するとともに，減

勢工導流壁の改造，減勢工最下流に副ダムを新設す

るなど放流設備を再開発した。再開発工事の主な内

容を図2に示す。

３．減勢工の改造

　設計洪水流量の増大に伴い，既存の構造物を最大

限に活用しながら，副ダムは位置の変更と大型化を行

い，導流壁は一部を取り壊し，水流がぶつかる右岸曲

線部の嵩上げを行った（図3）。また，流速が速く，耐

摩耗性が特に要求される部分にすり減り抑制対策のた

めにライニングを行った。減勢工水叩き面で高速流が流

れる範囲はステンレス鋼によるライニング，導流壁面は

既設構造物への設置の容易さを考慮してUFC（超高強

度繊維補強コンクリート）パネル，その他の流水部は比

較的低コストである高強度コンクリートが採用された。

以下に施工時の課題とその解決方法を報告する。

図1　位置図・流域図

速が速い洪水が流れる洪水吐や洪水の流速を抑える

ための減勢工の改造工事を施工した実績について報

告する。

2．工事概要

　浜田川総合開発事業は，既設浜田ダムの再開発と

第二浜田ダムの新設により，2つのダムを一体的に整

備することで洪水調節容量を事業開始前の約 4倍の

量を確保するとともに河川の安定した流水の確保を図

るものである。位置図・流域図を図1に示す。
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図3　減勢工平面図・縦断面図

表1　減勢工コンクリート数量一覧

図5　フレッシュ性状確認試験

図4　圧縮強度とすり減り係数の関係

表2　高強度コンクリート配合

３‒１.　高強度コンクリートの配合の検討

　減勢工に打設したコンクリートの配合と数量を表1に

示す。

　配合欄に記載の強度 50N/mm² ※の2配合が高強

度コンクリートであり，すり減り抑制対策に使用された。

高強度コンクリートの強度は，「既往文献の圧縮強度と

すり減り係数の関係（図4）より，圧縮強度が40～

50N/mm²程度ですり減り係数の増加量が小さくなる」
１）ことから配合強度 50N/mm²が選定された。

　また，当初計画の配合は，ダム工事で一般的に使

用される中庸熱フライアッシュセメント（以下，MFと称

す）で計画されていた。MFを使用するコンクリートは時

間経過に伴うスランプおよび空気量のロスが大きいこと

が一般的であり，生コン工場から40分程度運搬して

打設する工事には不向きであることが室内予備試験で

も確認された（図5）。また，MFは受注生産で限られ

た工場で生産され，長期間で少数量しか使用しない

工事では調達が難しい。そこで水和発熱による温度上

昇量が小さく，長期材齢強度発現性に優れ，かつ時

間経過に伴う性状変化が小さい「低熱高強度ポルトラ

ンドセメント（以下，L5と称す）」を採用した。高強度コ

ンクリートの配合表を表2に示す。L5の使用は，地域

でも需要があり生コン工場への負担はかからなかった。

ビットローラ

写真2　水叩き部打設前（差し筋・チッピング）

写真4　金網型枠設置状況

３‒２.　水叩き部・副ダム部の施工

　水叩き部，副ダム部のコンクリートはコンクリートポン

プ車を使用して1m厚さで打設した。既設コンクリート

に打ち足す個所は，表面をチッピング，差し筋にて一

体化を図り（写真 2），岩盤面への打設は，打設前に

入念に浮石の除去と清掃を行った。

3‒3.　ステンレスライニング部の施工

　ステンレスライニング部の施工では，水平に設置され

たライニング下部へのコンクリートの充塡性とライニング

下部の高流動コンクリートと一般部のスランプ8cmのコ

ンクリートの異種配合を１回の打設で打込む際の施工

性が懸念された。

　コンクリートの充塡性を確保するため，ライニング材

の表面に空気抜きを兼ねて確認孔を設けた（写真 3）。

また，ライニング材裏面の補鋼材にも流動時の空気抜

き孔を設けた。表面の確認孔は，ライニング材とコンク

リートの間に空隙ができた場合に注入ができる構造と

し，コンクリート硬化後に水押試験を実施したが貫通

箇所は確認できなかった。

写真3　ライニング材据付状況

図6　すり減り抵抗性の評価結果
（電力中央研究所　奥田式）

　異種配合を打設する工夫として，配合境界部に高

流動コンクリート専用の金網型枠を設置し（写真 4），

一体化が図れるように差し筋を配置して打設した。

3‒4.　UFCパネルの性能の確認

　既設導流壁面の水叩きから2mの高さには，施工

性がよく，経済性もステンレスライニング等より優れ，

圧縮強度が 150N/mm²以上あるUFCパネルが採用

され，当工事ではエトリンガイト生成系超高強度繊維

補強コンクリート（以下，AFt系 UFCと称す）製を採

用した。AFt系 UFCパネルは，橋梁本体，プレキャ

スト床版，埋設型枠などでの施工実績はあったが2），

ライニング材としてダムの減勢工に適用するのは，本

工事が初めてであった。そこで，AFt系 UFCパネル

を使用するにあたり，要求性能であるすり減り抵抗性

と繰返し作用する荷重や衝突に対して，背面の部材

から剥がれることなく長期間存置される性能について

確認した。

　すり減り抵抗性を評価した実験結果を図6に示す。

AFt系 UFCのすり減り量は，設計基準強度 50N/mm² 
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写真5　UFCパネル背面コッター

写真7　UFCパネル施工状況

の高強度コンクリートの 1/3程度となっており，土砂

混じりの水流に対して優れた抵抗性を有することが分

かる。また，長期間にわたるパネルの残置性能を高

めるため，パネル背面がコッター形状（長方形の凹

形，深さ 9mm，有効パネル厚50mm）のものを採用

した（写真5）。この背面形状は，繰り返し荷重を受

けた場合でも背面部材との一体性が低下せず，高い

残置性を有することが確認されている２）。

３‒5.　既設導流壁部（UFCパネル）の施工

　UFCパネルは，高さ2.0m×幅 1.0m×厚さ59㎜（凹

部 9mmを含む）を標準とし，曲線部を含めて設置し

た（写真6）。UFCパネルの設置には，既設堤体へ

の堅固な固定による一体化構造と流れを乱さない滑ら

かな仕上がり形状が求められた。

　UFCパネルの設置は，既設コンクリート面を高圧洗

浄した後，パネルをアンカーで固定し，パネルと既設

堤体の空隙を無収縮モルタルで充塡して一体化させ

た（写真 7）。製作過程での凹凸はほぼ無く，慎重に

設置し，パネル間の空隙は高強度モルタルで平滑に仕

写真6　UFCパネル設置状況

写真8　堤頂部改造概要

上げることで，パネルの設置誤差は1mm程度に収ま

り，放流管の水路面の溶接精度と同等の高い精度で

設置することができた。

４．堤頂部（非常用洪水吐）の改造

　浜田ダムは再開発によりゲートレス化するため，堤

頂部のゲート関連設備を撤去し，既設コンクリートを

取り壊して，設計洪水流量の増大のため，洪水吐の

幅を8.0mから12.0mに拡幅し，越流頂を3.7m下げ

る構造に改造した（写真 8）。

４‒１.　コンクリート取壊しの施工

　運用中のダムでのコンクリート取壊し工は，施工時の

振動の影響でダムの機能に支障が出ることが懸念さ

れ，振動規制値 2kineが示されていた。これに対して

堤体部の取壊しは，無振動であるワイヤーソー工法を

主体とし，無筋コンクリートの範囲についてはバースター

（割岩）工法を併用し，堤体への影響を排除した。ま

た，自走式で出力の大きい大型ワイヤーソー（写真 9）
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写真9　大型ワイヤーソー施工状況

表3　堤頂部コンクリート配合比較

守りながら，生コン工場での配合試験を実施した結果，

単位セメント量の低減にもつながった。表3に配合比

較表を示す。堤頂部コンクリートの施工期間は，減勢

工コンクリートの施工期間と重複し，生コン工場で追加

のセメントサイロが確保できないため，別の生コン工場

からの出荷となった。

４‒3.　堤頂部コンクリートの施工

　堤頂部コンクリートの打設は，低標高部から頂部まで

左右岸にある幅2.0ｍの導流壁構造が主体であり，高

所作業での安全性が懸念された。また，ダム工事では

コンクリートの打込み温度を25℃以下で規制するケース

もあり，当工事でも極力準じるように指導された。

　コンクリートは，縦型バケット（水平積込型2.0ｍ³）を使

用して打ち込んだ（写真10，11）。このバケットは，

仮設構台上で架台の使用や構台の加工無しで生コン車

からコンクリートを排出し，施工性，安全性を向上させた。

　低標高部は，LBBの採用と初冬での施工が重なり

養生に時間がかかったこと，新旧コンクリート一体化の

ための差し筋，ひび割れ防止鉄筋や既設堤体の縦継

目の表面処理など品質面を配慮する工種を追加したこ

と，堤頂部付近のコンクリート取壊し形状の変更による

取壊しと打込みの数量増により，当初リフトスケジュール

図7　堤頂部取壊し形状

の採用による施工効率の向上と，施工単価が安いバー

スター工法を極力使用することでコストダウンが図れた。

　また，堤頂部コンクリートの当初の取壊し形状は階

段状で，越流頂付近の打設厚さは最小 1.3ｍで計画さ

れていて，コンクリート厚さが薄く，構造的に隅角部か

らひび割れを誘発する可能性が高くなることが懸念され

た。取壊しおよびコンクリート数量増となるが，打設す

るコンクリートの品質向上を目的に，隅角部を取り除き，

断面の急激な変化を設けない形状に変更した（図7）。

４‒2.　堤頂部コンクリートの配合の検討

　堤頂部は，打ち込み個所が堤体導流壁，橋台など

鉄筋コンクリート構造が主体の部分とクレスト部や非越流

部のマスコンクリートとなる部分が共在し，大型のダムで

はそれぞれ別の配合を打設する計画になるが，当ダム

の規模では富配合である水セメント比 55%以下の構造

用コンクリート１配合が採用されている。温度応力の影

響を軽減するため，当初計画の比較的発熱量が大き

い高炉セメントB種（以下，BBと称す）に代えて，水

和発熱による温度上昇量が小さく，自己収縮ひずみ・

乾燥収縮ひずみの小さい「低熱高炉セメントB種（以

下，LBBと称す）」を採用した。構造用コンクリートの

必要強度を確保し，水セメント比 55％以下という条件を
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写真10　コンクリート積替状況

より１か月程度延伸し，最終打設が 7月初旬になった。

これによりコンクリートの打込み温度が 25℃を超えること

が予想された段階で，生コン工場の貯水槽にチラー（冷

却設備）を持ち込み，冷却水での練り混ぜを行って打

込み温度規制を遵守した。当ダムの天端は一般道と

なっているため，堤頂部コンクリートの施工後に洪水吐

上部にPC橋梁を架設して施工を完了した（写真12）。

５．おわりに

　本工事では，ダムの洪水調節機能を維持しながら，

不要設備の撤去，コンクリートの取壊しからコンクリート

打設までの一連の作業を，既設堤体に損傷を与えるこ

となく，新設コンクリートの施工品質を確保して施工を完

写真11　堤頂部コンクリート施工状況

了した。ダム再開発は，現場ごとに工事内容が違い，様々

な施工条件や課題がある中で，現場で新しいことに取

り組んだり，改善することでそれらを克服しながら工事

を進めていく面白さがある。ダム工事では，ダムサイト

でコンクリートを製造することがメリットであるが，生コン

工場でコンクリートを製造することをメリットとして，材料

を工夫した事例も記載した。協力いただいた地元の生

コン工場には感謝申し上げる。この報告が他の工事の

参考になれば幸いである。

［参考文献］

1）島根県／浜田川総合開発事業（浜田ダム再開発工事）実施設計業務委
託 報告書，2012.12

2）渡邊，柳井ら／超高強度繊維補強コンクリート「サクセム」の耐久性と最
近の適用事例，鹿島技術研究所年報第 58号，2010.9

写真12　完成全景
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第 76 回セメント技術大会を開催

　セメント協会は，5月18日（水）から20日（金）の

3日間，赤坂インターシティコンファレンス（東京・

港区）において，オンライン併用によるハイブリット形

式でセメント技術大会を開催。本大会は1947（昭和

22）年より開催し，今回で76回目。一昨年は新型

コロナウイルス感染症拡大のため中止。昨年は感染

症対策としてオンライン形式とし，会場での開催は三

年ぶりとなった。

　一般研究発表は130件であり，大会2日目の午

後には協会長挨拶，セメント協会論文賞の表彰式な

らびに論文賞受賞者による記念講演に続き，山地憲

治氏（（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）理

表１　講演分類と投稿件数

事長・研究所長）による特別講演が行われた。また講

演後には懇談会も開催した。なお，今大会には

1,023名の参加申込みがあった。

一般研究発表

　130件の一般研究発表のうち，「セメント」は「環

境・リサイクル」のセッションで，また「コンクリート」

は「高流動コンクリート」「試験方法」「コンクリート舗

装」「耐久性（塩害・鋼材腐食）」のセッションで最も

多くの研究発表があり，各会場にて最近の社会的な

ニーズを反映した研究の成果報告と活発な議論が行

われた（表１）。

　セメント技術大会は，毎回若手研究者・技術者が

多いことが特徴であり，今大会では講演者の約 8割

が 35歳以下であった。セメント技術大会全体の活

性化ならびに若手研究者・技術者への研究奨励を

目的に，今回も例年同様、若手講演者を対象とした

「セメント技術大会優秀講演者賞」を7月に授与する

予定。「講演要旨のわかりやすさ」「発表内容」等，

座長による採点結果をもとにセメント技術大会企画

専門委員会が選考し，後日，本誌および当協会のウェ

ブサイトで公表する。

協会長挨拶，セメント協会論文賞表彰式および論文

賞受賞者記念講演

　表彰式に先立ち，不死原正文会長（太平洋セメント

（株）代表取締役社長）より挨拶があった。挨拶では，
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不死原会長 橘高論文賞選考委員長

表彰式

特別講演の山地氏

今年 3月に公表した「カーボンニュートラルを目指す

セメント産業の長期ビジョン」について「このビジョン

に掲げた施策を実現するためには，非連続なイノベー

ションが不可欠であり，グリーンイノベーション基金

をはじめとした国の支援等を受け，業界をあげて，

研究開発に取り組んでいる状況にあります。簡単な

途ではありませんが，皆様方のご支援を得ながらセ

メントのカーボンニュートラルを最重要課題と位置づ

け，業界の叡智を結集しつつ着実に対応を進めてま

一般会場

論文賞受賞者

特別講演会場

いる所存です」と述べた。

　セメント協会論文賞は，当協会発刊のセメント・

コンクリート論文集に掲載された，過去2年分の論文

の中から最も優れた論文に授与しており，今回の第

50回では116編の中から2論文に授与された（表

２）。論文賞選考委員会の橘高義典委員長（東京都立

大学 教授）より選考理由が紹介された後，不死原正

文会長より賞状ならびに賞牌が受賞者へ授与された。

その後，受賞者による記念講演が行われた。

表2　第 50回（2022年度）セメント協会論文賞

特別講演 懇談会

　（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）理事 　懇談会は，新型コロナウイルス感染症対策を十

長・研究所長 山地憲治氏より「脱炭素社会実現に向 分に講じた上で，ANAインターコンチネンタルホ

けたイノベーションと社会実装」と題して特別講演を テル東京にて開催した。西元央セメント技術大会企

開催し，311名が聴講した。講演では「RITEによる 画専門委員会委員長（住友大阪セメント（株）セメン

2050年カーボンニュートラル（CN）シナリオ分析の ト・コンクリート研究所）の進行により，諸橋央典技

結果，省エネ･再生エネ･原子力･CCS･水素／アン 術委員長（住友大阪セメント（株）代表取締役社長）

モニア･大気からのCO₂削減等，あらゆる技術を総 の主催者挨拶に続き，論文賞選考委員会橘高義典

動員しなければCNは実現できない」と述べ，また， 委員長の乾杯で開宴した。その後，和やかな雰囲

「IoT，AI，Big Data等の発展により社会システム 気の中，セメント協会乾敏一専務理事の中締め挨

のイノベーションを起こし，その結果，物質需要減 拶の後閉会した。

少や行動変化等によるエネルギー節約は重要である

」と強調された。 ［（一社）セメント協会　研究所　技術情報グループ］

　セメント協会では，わが国セメント産業のダイジェ
ストを紹介したパンフレットを発行しています。このほ
ど2021年版を発行，図表を多用した分かりやすい内
容です。ご希望の方には送料ご負担（着払い）でお頒
けいたします。
　部数と送付先を明記の上，下記までファックスでお
申込下さい。
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魚本　健人

　私は今まで大学教育・研究など土木分野の科 はるかに充実しており，初めて見たスポーツも多

学・技術に関する様々なことをやってきましたが， 数ありました。また，幸いなことにオリンピック・パ

定年を迎え生活が一変しました。特に， 2019年 ラリンピックばかりでなくその他のスポーツ競技等も

から 2021年にかけては新型コロナ禍の影響が 私にとっては新鮮で，気が滅入るようなコロナ禍

様々な面で大きな影響を及ぼしていました。 の暗い気持ちを吹き飛ばしてくれました。結果的

　例えば，大学の入学式や卒業式，運動会や に，これらの競技が行われている間はテレビを通

旅行など学生達が楽しみにしていたイベントが中 じて楽しい時間を過ごすことができました。きっと

止になり，場合によっては新しい大学に入学した 皆さんも同じ思いではなかったかと思います。

にもかかわらず，大学にも行けず自分の仲間が誰 　私が今まであまり知らなかった新しい競技など

かもわからないなどの問題も生じているようです。 を見ると，国籍を問わず十代の若い選手がはつ

勿論，このような状況は定年を迎えた私達年配 らつとプレイし，世界でトップクラスの成績を上げ

者にも生じており，皆で集まる各種イベントや新年 ていることがわかります。彼らを見ていると若い選

会，送別会，忘年会などが中止になってしまった 手は意気込みも高く，失敗を恐れず積極的に競

ため，情報の伝達などは今までとは全く違ったも 技しています。日本選手も，十代前半から半ば

のになっています。電話，メール，テレワークで の選手達の活躍も目立っており，自分独自のやり

の連絡は実施できますが，直接会って話をするこ 方で準備をしていることがうかがえました。きっとこ

とができないため，常日頃の接触がない人とはど れからは運動以外の分野でも若手が新しい分野

うしても細かいニュアンスまではうまく伝わりません。 を切り開くようになるのではないでしょうか。

　このような気が滅入るようなコロナ禍において， 　このような傾向は「ゆとり教育」と呼ばれる教育

ようやく 2021年にオリンピックとパラリンピックが東 法の結果なのかもしれません。その詳細について

京で開催されました。私が高校生の時に体験し はよくわかりませんが，私が気に入ったのは，現

た 1964年の東京オリンピック・パラリンピック時と 在人気の高い将棋の藤井聡太竜王や米国プロ

大きく異なるのは，コロナ感染防止のため 1年延 野球（MLB）で二刀流として頑張っているエンゼ

期されたことと，競技会場は基本的に無観客だっ ルスの大谷翔平選手です。彼らはそれぞれの分

たことです。しかし，テレビによる観戦は当時より 野で素晴らしい成績を上げているばかりでなく，

30歳以下とは思えないほどしっかりし

ています。私などは彼らの足元にも及

びません。マスコミ関係者とのインタ

ビューでのやり取りや，普段の生活で

どのようなことに気を配っているかが報

道されると，彼らの素晴らしさがより明

確になってきます。彼らは年配者と比

較しても何ら見劣りすることもなく，既

に自己を確立させており，これからの

世界を背負っていると思われます。

　彼らのような若い人たちが次々と

育ってくれればこれからの世界も一気

に変化するのではないでしょうか。し

かしこの場合，我々年配者が注意し

なければならないのは，若い人達に新

しいことに積極的にチャレンジしてもら

えるように配慮することです。どうして

も私を含め，年配者が「若いのにまだ

早いよ」とか「新しい方法は必ずしもう

まくいかないからやめておきな」というようなマイナ

ス発言で行動を抑えることが多く，若手がやろうと

思っている新しい方法を実行させないことが多い

と思います。しかし，大谷選手の例のように，本

人がやりたいと思う新しいことをやらせてみて，そ

れを支持または応援するという方法が大切ではな

いかと思います。

　欧米では若い時から新しいことにチャレンジさせ

る文化が広がっていますが，日本でもこのような若

手の育成が大切だと考えています。先ほど述べ

た大谷選手の例で言えば，私が驚くのは「オール

スター競技のルールを一部変更してでも選手の活

躍を引き出せる方法で競技を実施」したり，「選手

の評価をする際によくも全員一致して大谷選手を

アメリカンリーグのMVPと評価」したりしたものだと

思います。米国での対応を見ると「さすがに開拓

者魂の強い米国だな」と感心すると同時に，これ

からはこの例のように若手が新たに考案・計画し

たことをうまく応援することが新しい分野を開拓・

広げる上で大切な事項だと思います。

　以上，私の勝手な意見を記述しましたが，こ

れからの世界を発展させるためには，是非我々

一人一人が自分で考えて，新しいことに挑戦でき

るような世界になると良いと思います。

［うおもと　たけと／東京大学名誉教授　工博］
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セメント産業の廃棄物受入れが
最終処分場の残余年数に及ぼす影響 
Effect of waste use by the cement industry on the remaining life of final disposal sites

新見　龍男　　桐野　裕介　　加藤　弘義　　河合　研至

1．はじめに

　わが国では戦後の経済発展に伴い多くの廃棄物や

副産物が排出されるようになった。最終処分場の残余

容量が逼迫する中，いかにして最終処分量を減らす

かが社会全体の問題となっている。

　セメント産業は，セメント製造時に他産業で発生する

廃棄物・副産物を大量に受け入れており，処理が困

難な大量の産業廃棄物をクリンカー焼成工程にて活用

することで，資源循環型社会を支えるとともに最終処

分場の延命に大きく貢献している。セメント協会は，環

境省が報告する最終処分場の残余年数を基にセメント

産業による最終処分場の延命効果を簡易的に算出し

ている1）。しかしながら，最終処分場の種類が考慮さ

れていないこと，無価値な不要物で埋め立てられるだ

しんみ　たつお　／　SHINMI Tatsuo
（株）トクヤマ　セメント開発グループ

きりの　ゆうすけ　／　KIRINO  Yusuke
太平洋セメント（株）　中央研究所　博士（理学）

かとう　ひろよし　／　KATO Hiroyoshi
（株）トクヤマ　セメント開発グループ兼環境開発グループ
リーダー　博士（工学）

かわい　けんじ　／　KAWAI  Kenji
広島大学　大学院先進理工系科学研究科　教授　工博

表1　各最終処分場の残余容量

けの「廃棄物」と例えば混合材のように有価で取引され

ている「副産物」とを同等に扱っていることなど，延命

効果が明確になっているとは言い難い。

　本稿では，セメント産業が及ぼす最終処分場の延

命効果について詳細に試算することで，セメント産業

による資源循環への多大な貢献の評価事例について

紹介する。

2．最終処分場の概要

　わが国における産業廃棄物の最終処分場は「安定

型」，「管理型」，「遮断型」に分類される。「安定型

処分場」は，そのまま埋め立てても分解せず安定した

産業廃棄物を埋立処分することが認められている処分

場である。「管理型処分場」は，有機物の分解や金

属の溶出など汚染物質が生じる廃棄物を埋め立てる

処分場である。「遮断型処分場」は，有害物質が基

準を超えて含まれる産業廃棄物を埋め立てる処分場

である。表1に2019年 4月1日現在の各最終処分場

の残余容量2）を示す。
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セメント協会 HPから抜粋

図1　セメント産業が受け入れる廃棄物・副産物

3．セメント製造における
廃棄物・副産物の活用

　セメント産業は，セメント製造時に天然原料や焼成

時の熱エネルギーの代替として他産業で発生する廃棄

物・副産物を大量に活用している（図１）。これらの中

には再生処理が難しくリサイクル率が低い廃棄物も含ま

れる。本来は最終処分場に埋め立てられるものを資源

として活用していることから，セメント産業は資源循環

の面で環境に貢献している。

　ここで，「廃棄物」と「副産物」の違いについて記述

する。セメント産業では天然資源の代替として廃棄物・

副産物を活用しているが，「廃棄物」と「副産物」は混

同される場合が多い。しかしながら，「廃棄物」とは無

価値な不要物であり埋立処分により最終処分場の残余

年数に影響を及ぼすが，「副産物」とは有価の製品と

して市場に流通することが前提であることから最終処

分場への影響は無いものと考えられる。

4．セメント協会が試算した
最終処分場の延命効果

　表２にセメント協会が公表するセメント産業の廃棄物

受入れによる最終処分場の延命効果の試算値を示す。

表2　セメント協会が公表する最終処分場の延命効果の試算値

セメント工場が 1年間に受け入れている廃棄物・副産

物等の容積換算試算値（D）は，産業廃棄物の年間

最終処分量試算値（C）の2倍以上であり，国内の廃

棄物処理システムはセメント産業による廃棄物処理に依

存していることを示している。その結果として，セメント

産業による最終処分場の延命効果は2019年  4月1日

現在において約 12年と試算しており，セメント産業によ

る廃棄物受入れが最終処分場の延命に大きく貢献して

いることが示されている。

　しかしながら，この試算値は前述したように最終処

分場の分類がなされていないことや「廃棄物」と「副産

物」を同等に扱っていることから，最終処分場の残余

年数やセメント産業による延命効果の試算値を正確に

表しているとは言い難い。
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表3　国内の廃棄物排出量，最終処分量および処分場の分類

5． 最終処分場の分類を考慮した
残余年数の試算

5-1.　試算方法
　基準年を2019年度とし，2019年度以降の最終処

分場の残余容量から残余年数を算出した。2019年度

の残余容量は環境省の報告値の2019年 4月1日現在

の値2）を用い，2020年度以降の最終処分場の残余容

量は下記の方法で算出した。なお，最終処分場の新

設は考慮しなかった。

　環境省が報告する2019年度の産業廃棄物の最終

処分量3）から，環境省が示す「産業廃棄物の体積か

ら重量への換算係数4）」を用いて各廃棄物の最終処分

量を体積換算した。廃棄物ごとに処分先を「安定型」と

「管理型」に分類し，それぞれの総処分量を算出した。

表３に2019年度における国内の廃棄物排出量3），最

終処分量3），体積換算した最終処分量および処分場

の分類を，表４に安定型処分場および管理型処分場

への処分量の算出結果を示す。なお，2020年度以降

の産業廃棄物最終処分量は2019年度と同量と仮定し

た。2019年度の安定型および管理型処分場の残余容

量から，算出したそれぞれの処分場への処分量を差し

表4　安定型処分場および管理型処分場への最終処分量

図2　安定型および管理型処分場の残余容量の推移

引き，2019年度から残余容量が負の値となるまでの年

数を残余年数とした。なお，管理型処分場の残余容量

には海面埋立てが含まれるが，本検討では埋立て場所

の分類はせず管理型処分場全体の値を用いた。

5-2.　試算結果

　安定型および管理型処分場の残余容量の推移を図２
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表5　各処分場の残余年数の試算結果

表6　セメント産業が受け入れる廃棄物量，副産物量および廃棄物の分類

に，各処分場の 2019年度からの残余年数の試算結果 そこで，セメントハンドブックに記載の 2019年度におけ

を表５に示す。安定型処分場の残余年数の試算値は る「セメント業界の廃棄物・副産物使用量」の値から，

10年，管理型処分場については 24年となった。この結 副産物である高炉スラグおよび副産石こうを除いたも

果は最終処分場の新設を考慮しない推測値ではある のが本来埋立て処分されるものと仮定し，「産業廃棄

が，残余年数はいずれの処分場でも長くはなく，特に 物の体積から重量への換算係数4）」を用いて安定型

安定型処分場で残余年数が逼迫していることがわかる。 処分場および管理型処分場への処分量を算出した。

　なお，石炭灰については，セメント産業は火力発電

6. セメント産業による最終処分場の 所から発生した廃棄物に分類されるものを直接受け入

延命効果 れるため，分級等の処理で JISに適合する製品となり有

償で取引されるフライアッシュとは異なる扱いとした。建

6-1.　試算方法 設発生土，一般廃棄物および熱エネルギー代替廃棄

　5.で試算した各最終処分場の残余年数を用いて， 物についても最終処分場に直接埋立てされると仮定し

セメント産業による最終処分場の延命効果について試 た。建設発生土の単位体積質量は 1.8t/m³を用いた5）。

算した。セメント産業が 1年間に受け入れている廃棄物・ 　表６にセメント産業が受け入れる廃棄物量および廃

副産物等の容積換算試算値はセメント協会が示してい 棄物の分類を示す。また，表７にセメント産業が受け

るものの，その中には有償で取引される高炉スラグおよ 入れる廃棄物量および表４に示す値との和であるセメ

び副産石こうといった副産物も含まれており，最終処 ント産業が廃棄物を受け入れない場合の総処分量を

分場の残余年数の試算に含めることは適切ではない。 示す。

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

33 



 

表7　セメント産業が受け入れる廃棄物量および廃棄物を 表8　セメント産業の廃棄物受入れによる最終処分場の
受け入れない場合の総処分量 残余年数の延命効果の試算結果

図3　セメント産業が廃棄物を受け入れない場合の
安定型処分場の残余容量の推移

図4　セメント産業が廃棄物を受け入れない場合の
管理型処分場の残余容量の推移

　表７に示す総処分量を各最終処分場の残余容量か を表８に示す。セメント産業が廃棄物を受け入れない

らそれぞれ引くことで，セメント産業が廃棄物を受け入 場合，安定型および管理型処分場の  2019年度から

れない場合の各最終処分場の残余年数を算出した。 の残余年数の試算値はそれぞれ 7年および 6年となっ

この残余年数の算出値と 5.で算出した各最終処分場 た。安定型処分場の延命効果は 3年ではあるものの，

の残余年数の差分を，セメント産業による最終処分場 残余年数の試算値が 10年と短かったことから，セメン

の延命効果の試算値とした。 ト産業による処分場の延命効果の影響は比較的大き

いと考えられる。一方，管理型処分場の延命効果は

6-2.　試算結果 18年と著しく大きい。これは，前述したようにセメント

　表６，７より，セメント産業が受け入れる廃棄物は管 産業が受け入れる廃棄物はほとんどが管理型処分場

理型処分場へ処分されるものが著しく多いことがわかる。 に処分されるためであり，管理型処分場の延命に著し

また，セメント産業が廃棄物を受け入れない場合，廃 く貢献していることがわかる。

棄物の最終処分量は安定型処分場で約 1.4倍，管理

型処分場では約 4.4倍多くなることが試算され，最終処 7．おわりに
分量のみからでもセメント産業が最終処分場の延命に貢

献していることが推測できる。 　セメント産業は多量の廃棄物を受け入れてセメントを

　セメント産業が廃棄物を受け入れない場合の安定型 製造することで，国内の廃棄物処理システムの中で重

および管理型処分場の残余容量の推移を図３，４に， 大な役割を果たしている。

残余年数および各最終処分場の延命効果の試算結果 　一方，近年は脱炭素社会の達成を目的として混合
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セメントの利用拡大等によるCO₂排出量の削減が図ら

れている。しかしながら，これら検討においては最終

処分場の残余年数やセメント産業による処理困難な産

業廃棄物の処理量へ及ぼす影響が考慮されていると

は言い難い。

　持続可能な社会の構築は特定の環境側面の課題

解決だけで達成されるものではなく，関連するものやト

レードオフとなるものなど，多様な環境側面を同時かつ

総合的に考慮し，最適な課題解決方法を探索するこ

とが望ましいと考えられる。
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お知らせ

第29回プレストレストコンクリート
建築技術講習会

主　　　催 （一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会

後　　　援 （公社）プレストレストコンクリート工学会ほか

開 催 日 時 2022年 7月 29日（金） 13:00 ～ 17:00

受 講 方 法 建築会館（港区田町）での対面方式（東京会場）とオンラインシステム「 Zoom

ウェビナー」の併用

受 講 資 料 ＰＣ建協のホームページよりダウンロード

定　　　員 200人（東京会場）,オンラインシステム 2000人（いずれも事前登録制）

参　加　費 無料 

演題（敬称略） ①「神戸市西区総合庁舎」『ＰＣ－Ｓ工法によるフレキシブルな執務空間の実現』

（株）昭和設計 久保 岳ほか 
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異なる試験条件（材料，暴露環境，試験方法）に
よる塩化物イオン拡散性状の比較　

～海外と国内の比較例～ 
Comparison of chloride ion diffusion properties under different test conditions

 (material, exposure environment, test method)　
～ Comparison of overseas and Japan～

山路　徹　　西田　孝弘

1．はじめに

　海外でコンクリート構造物を施工する場合，現地の材

料を用い，現地で標準的に行われている各種試験で性

能を確認しつつ，現地の基準類に基づき設計・施工が

行われることが主と想定される。ここで，対象国で行わ

れている各種の手法が，日本での手法と大きく異なる場

合もあり得る。この際に，海外の材料，試験方法，照

査方法の特徴を把握しつつ，日本との違いも把握してお

く必要がある。

　著者らは，文献1, 2）に記載されている，北アフリカ

地域での海洋コンクリート構造物の耐久性，特に塩化

物イオンの拡散性状に関する検討に関わった。ここで，

塩化物イオンの拡散性状に関して，対象国では，「電

気泳動試験（非定常方式）3, 4）」により性能の確認が行わ

れ，所定の値を満足することを確認する方法が採用さ

れていた。一方，日本の港湾構造物の場合，塩化物

イオン拡散係数を設定し，鉄筋位置の塩化物イオン濃

度を計算・予測する手法5, 6）が採用されており，電気

泳動試験（非定常方式）による評価・解釈が困難な状

やまじ　とおる　／　YAMAJI Toru
港湾空港技術研究所　材料研究グループ長　博士（工学）

にしだ　たかひろ　／　NISHIDA Takahiro
静岡理工科大学　理工学部　土木工学科　教授　博士（工学）

況であった7, 8）。そこで，日本国内において長期暴露さ

れた試験体を活用し，電気泳動試験（主に非定常方式）

と長期暴露試験結果の比較を行った9, 10）。また，北ア

フリカ地域で作製されたコンクリートを当研究所内の暴露

施設に設置し，実環境下およびNaCl溶液中での塩化

物イオン拡散性状の評価を開始した（現在も継続中）2）。

　なお，日本国内において，塩化物イオン拡散性状に

関する試験方法は様 な々手法が検討されており，特に，

各種の室内試験と実環境暴露との比較例が少ないこと

が指摘されている7）。そこで，上述の試験結果に加え，

主に港空研が関わった試験結果や国内外の既往の知

見との比較を行いつつ，塩化物イオン拡散性状の評価

手法に関する整理を試みた。また，日本国内での塩化

物イオンの侵入に伴う鋼材腐食に対する照査時に算定

される塩化物イオン拡散係数と，ある海外で設定されて

いる，拡散係数の目標値（コンクリートの要求性能として

設定されたもの）との比較を試みた。

2．試験概要

2-1.　試験ケース

　国内3例，海外1例の計4事例を用い，塩化物イ

オン拡散性状に関する調査結果の整理を行った。コン

クリート配合および試験項目をまとめたものを表1に示

す。以下概要を説明する。なお，試験項目について

は2-2.で説明する。

表2　コンクリート性能の目標値（北アフリカ地域での一例）2, 4）

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

36 

表1　コンクリート配合および試験項目

　（1） ケース1：高炉スラグ微粉末添加率を変化8, 11）

　普通ポルトランドセメント（以下，Nと記載）に対し，高

炉スラグ微粉末の置換率を0，20，40，50，60，80％

で変化させた。W/Cは 0.5とした。

　（2） ケース2：中流動コンクリート12）

　高炉セメントB種（以下，BBと記載），W/C=0.4である。

なお，目標スランプフローは500mmである。

　（3） ケース3：銅スラグ細骨材を用いたコンクリート13）

　セメントはN，BBで，一部にはフライアッシュ（以下，

FAと記載）を添加している。W/Cは0.43～0.48の範囲

で変化させた。また，銅スラグ細骨材を0，30，100％

の割合で混入している。なお，初期塩分量を測定して

おり，見かけの拡散係数D apの算出の際は，初期塩分

量を除去して評価した。

　（4） ケース4：北アフリカ地域で作製されたコンクリート2）

　北アフリカ地域の材料を用い，現地で作製された。

セメントはOPC：BB：FA＝6：2：2の混合セメント

（CEM Vに分類）である。W/Cは0.39，0.43，0.46の

3種類である。なお，対象国ではフランスの基準2, 4）を

準用しており，厳しい環境に用いるコンクリートに対し，

表2の3項目で性能が規定されている。

2-2.　試験項目

　（1） 屋外暴露試験

　自然海水を貯留させた屋外水槽中に，ケース1では

7.9年，ケース2では10年，ケース4では1.5年，一方，ケー

ス3では実環境（小名浜港）の干満帯に1年間暴露させ

た後，塩化物イオン濃度分布を求め，D apを求めた。

　（2） 浸漬試験

　ケース3に対し，JSCE-G 572-2003に準拠して実施

した．10％NaCl溶液に0.5および1年間浸漬させた後，

塩化物イオン濃度分布を求め，D apを求めた。なお，1

年暴露の際，一部の試験体では表層部での濃度低下

が見られたが，この値は回帰計算には用いなかった。

　ケース4では，実環境暴露との比較を行うため，室

内水槽に貯留した自然海水中，濃度を自然海水と同程
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図1　電気泳動試験 (非定常方式 )

図2　塩化物イオン濃度分布例 図3　屋外海水中での D apの経時変化例

度とした 3%NaCl溶液中の 2環境に浸漬させた。いず 　ケース 2に対し，AASHOTO T277-8314）に準拠して

れも浸漬期間は 1年間である。 実施した。この試験は，試験体に 60Vの電圧を引加し

　（ 3） 電気泳動試験 た状態で 6時間通電し，その際の積算電流量により，

　電気的駆動力により，塩化物イオンの移動を促進さ 性能を評価するものである。結果の評価方法について

せ，拡散性状を評価する手法である．図1はii）非定 は後述する。

常方式の電気泳動試験のイメージであるが，基本的な

方法は i），iii）も同様である。 3．試験結果
i）定常方式

　ケース 3に対し，JSCE-G 571-2003に準拠して実施 3-1.　実環境暴露および各種溶液中における塩化

した。通電時にコンクリートを透過した塩化物イオンの流 物イオン濃度分布と D apの経時変化

束から実効拡散係数 D eを求めるものである。なお，試 　（ 1） 屋外海水中での経時変化の調査例（ケース 1お

験実施時の材齢は打設後 28～ 67日の範囲である。 よび 2）　

ii）非定常方式 　ケース 1および 2における塩化物イオン分布を図2に

　ケース1， 4に対し， Nordtest3）に準拠して実施した。 示す。高炉スラグ微粉末の置換率が増えると内部の

通電時に塩化物イオンが浸透した深さから拡散係数（こ 濃度が減っている。高炉スラグ微粉末が添加される

の場合は D nssm）を求めるものである。なお，ケース 1に と，一般に Clの移動は抑制される。この理由として，

ついては，長期暴露試験後の試験体と，その後に同じ コンクリート中の細孔径（文献 15）によれば平均細孔径）

配合で再作製した試験体の両者で実施した。 が小さくなり，イオンの移動が阻害され，Clが浸透しに

iii）急速塩化物イオン浸透試験（RCPT） くくなることが考えられている例えば11, 15）。また，B40 -50
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図4　実環境および 10%NaCl溶液における塩化物イオン濃度分布の一例

図5　10%NaCl溶液の場合の D apの経時変化

（ケース1）と BB-40（ケース2）を比べると，W/Cの小 一般に，表層部の濃度が高いと C₀が大きくなり，回帰

さい BB-40の場合に内部への浸透量が減少していた。 計算で求められる D apは小さくなる傾向にある。一方，

　図2の濃度分布から求めた見かけの拡散係数 D ap 今回の場合， D apは大きくなっている。コンクリート内部

の時間変化を図3に示す。なお，文献 16，17）の結 への移動速度が早い理由については，外部溶液の濃

果も併記した。干満帯や飛沫帯の場合だと 5年程度で 度の問題ではなく，溶液組成による影響が現れている

定常値に収束するという知見が多い。なお，定常時 と考える。

の値はコンクリート標準示方書（以下，示方書と略）の 　図5に 10%NaCl溶液の場合の D apの経時変化を示
5）拡散係数の特性値 D k（W/C=0.50の場合）と同程度 す。一般に，自然海水中の場合，図3のように D apは

であった。 時間とともに低減する傾向にあるが，今回，明確な低

　（ 2） 溶液種類の影響（ケース 3および4） 減傾向はみられなかった。なお，文献 18）においても，

・ケース 3 NaCl溶液の場合に 0.5～ 1年の期間では明確な低減

　図4に実海域の干満帯および 10%NaCl溶液に暴 は生じていなかった。

露後の塩化物イオン濃度分布例を示す。 Nの場合に ・ケース 4

溶液の差が明確に現れており，NaCl溶液の場合に 　図6に実環境，室内自然海水および 3%NaCl溶液

内部の濃度が明らかに増加している。NaCl溶液の場 における塩化物イオン濃度分布を示す。3%NaClの場

合， Cl濃度が 10％と自然海水より高いため，コンクリー 合に，屋外海中と比較して，内部の濃度が若干大きく

ト表層部の濃度が高くなるのは自明である。ただし， なっている。文献 19）においても，人工海水や異なる

後述するように，拡散係数が大きくなっており，内部 溶液と比較した結果，同様な現象が確認されている。

への浸透速度も早い（拡散係数が大きい）ようである。 人工海水の場合に内部の濃度が低くなる理由としては，
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図6　実環境，室内自然海水および 3%NaCl溶液における塩化物イオン濃度分布

図7　電気泳動試験より得られた D eおよび D ap

ブルーサイトが生成した影響としている19）。文献20）に

おいてもブルーサイトの生成による塩分浸透の抑制を指

摘している。

3-2.　電気泳動試験結果

　（1） 定常方式

　定常方式での試験結果D eをW/Cとの関係として図 

7に示した。また，示方書で用いられている係数k₁k₂

で補正して求めたD apの値も示した。D apの値は示方書

のD k値（図中曲線）と同程度あるいは若干大きい値を示

した。

　（2） 非定常方式

　非定常方式での試験結果 D nssmを経時変化として図 

8に示した。特に初期材齢時に時間とともに大きく減少

している。28日以降の変化はいずれも比較的穏やかで

あった。また，図中の目標値は，表2に示した要求性

能の上限値である。ケース1のB50-50（BB相当）では

図8　D nssmの経時変化例

満足しておらず，この目標値はかなり厳しい条件である

ことが分かる。

3-3.　拡散係数の比較

　（1） D apに及ぼす溶液種類の比較

　図9はNaCl溶液の場合のD apと自然海水中の場合

のD apを比較したものである。Nのデータ数が少ないが，

NとBBで傾向が明確に異なる。多数のBBの事例を比

較した文献 21）では，NaCl（暴露期間は0.5年）の場合

で両者の比が0.5程度であった。今回もおおむね同様な

傾向であり，NaCl溶液の方が拡散しやすい結果となっ

た。自然海水の場合，表層にブルーサイトなどの被膜

が生成されるため19, 20），この影響も含まれていると考え

る。また，D apは回帰計算による値であり，試験期間が

短期間の場合，D apに及ぼす表層の影響がより顕著に

表れている可能性もある。

　一方，Nの場合，データが少ないが，自然海水の
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図9　NaCl浸漬試験によるD apと自然海水暴露によるD apの比較

図10　D eとDapの比較 

DapはNaClの場合の0.2程度となっていた。Nの方が，

NaCl溶液となった時にClが浸透しやすかったというこ

とになる。Nの場合，溶液が変わった際の影響がより

表れやすいことを示唆している。　

　なお，文献8）には浸漬試験に関する今後の課題とし

て「濃度依存性の検討とともに，比較的短期間で見か

けの拡散係数を求められる方法の開発が必要である」と

記載がある。

　（2） 電気泳動試験による拡散係数と実海水暴露によ

る拡散係数の比較

1）試験方法ごとの比較

　図 10にD e と実環境のD ap との比（28日） （1年程度）

較を示す。図中には示方書の係数k₁k₂（W/C=0.45の

場合）も示した。文献22）には電気泳動試験（定常方式）

に関する今後の課題として，「係数 k₁k₂については理論

的根拠が必ずしも十分でないため，さらなる今後の検

討が必要である」と記載されている。

　図11a）にD nssmと実環境のD ap の比較（1年程度）

を示す。28日の場合で0.2程度，90日の場合で0.4程

度であった。次に，図11b）のD ap：長期（7.9年）の場

合，両者の比は 28日の場合で1/10.7（0.09）程度，90

日の場合で1/9.5（0.11）程度とさらに小さくなった。なお，

図中の点線は海外の例23）であり，材齢半年後のD nssm

と暴露10年後（環境は海中）でのD apを比較したもので

ある。

　De，D nssmいずれも，一般にD apより大きい値を示す。

電気的な駆動力が作用すると，濃度拡散よりも移動が

早くなるためと考えられる例えば 24）。なお，前述のように，

時間の経過とともに各々の値が小さくなるので，材齢に

よって比が若干変わる。

　図 12に急速塩化物イオン浸透試験により得られる積

算電流量とD apの関係を示す。国内での検討例25）も併

せて示した。この積算電流量による評価方法はアメリカ

やカナダで採用されている。カナダでは積算電流量 

1500（C）を，ある状態における目標値としている26）。日

本のBB-W/C=0.4の例はこの目標値を満足しておら

ず，かなり厳しい条件であることが分かる。なお，文献

8）では，この試験方法にはいくつかの問題があることが

指摘されている。　

2）国内の予測式との比較

　自然海水中でのD ap（ケース3，4），電気化学的に促

進させた試験結果 D nssm（ケース1，4）について，W/C 

との関係で整理したものを図 13に示す。なお，示方

書5）および文献6）の算定式も示したD nssmの試験値は
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表3　計算条件

a) Dap：1年程度 b) Dap：長期（7.9年）

図11　D nssmとD apの比較

図14　拡散係数の比較 図15　鉄筋位置の塩化物イオン濃度の予測例

図12　積算電流量とD apの関係 図13　W/CとD ap，Dnssmの関係
化物イオン濃度（kg/m³），c：かぶりの設計値（mm），Dd： 　ここでは，1） Dkを1.5倍した場合，2）最新の基準（示

ケースに対し，それぞれw/l中のパ 2）の6）方書＝港湾，t：設計供用（cm²/y）塩化物イオンに対する設計拡散係数

いずれも示方書式よりかなり大きい。仮に，この試験値 　日本では，塩化物イオンの侵入に伴う鋼材腐食に対
期間（y），erf：誤差関数，γc：コンクリートの材料係数， ラメータであるσ seを大小2種類27, 28）変化させ，計4ケー 
Dk：コンクリートの塩化物イオンに対する拡散係数の特性値

する照査5, 6）から予測計算に用いる拡散係数を求める場合，前述 において，式（1）を用いて鉄筋位置の塩 スで検討する。ひび割れを考慮した際の拡散係数を算λ，（cm²/y） ：ひび割れの存在が拡散係数に及ぼす影響を表
のD eの場合と同様に，換算が必要であることを示唆し 化物イオン濃度を求め，設計供用期間中に限界濃度 す係数（一般に1.5），D₀：コンクリート中の塩化物イオンの移 出するためのパラメータ一覧を表3，得られた拡散係数

ている。ここで，図11b）の結果を基に，両者の比率 を超えないことを確認する方法が採用されている。こ 動に及ぼすひび割れの影響を表す定数（一般に400 を図14，その場合の鉄筋位置の塩化物イオン濃度の

を0.1として換算すると，示方書式と同等あるいはそれ こで，塩化物イオン拡散係数の設計値D dの算定時に cm²/y），w/l：ひび割れ幅とひび割れ間隔の比， σse：鉄筋 試算結果を図15に示す。

以下となっている。 は，式（2）第2項として曲げひび割れの影響が考慮さ 応力度の増加量（N/mm²），E s：鉄 筋のヤング係数 　ひび割れ無しの場合，表2の拡散係数 D nssmの目標
（N/mm²） ：コンクリートの収縮及びクリープ等によるひび csd'，ε

れている。

3-4.　国内での拡散係数の算定値と海外での拡散

係数の目標値との比較 　　　・・・・・・・・・・・（1）

　日本国内の基準類の方法5, 6）で算定された拡散係数 ・・・・・・・・・・・・・・・（2）
と，表2の拡散係数の目標値との比較を行う。また，こ

の拡散係数を用いて，鉄筋位置の塩化物イオン濃度の ・・・・・・・・・・・・・・・（3）

試算も行う。 ここに， γCl：鋼材位置の塩化物イオン濃度の設計値C dのば
　（1） 国内での拡散係数の算定方法　 らつきを考慮した安全係数。C₀：コンクリート表面における塩
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割れ幅の増加を考慮するための数値，である。

　ひび割れの影響に関して，示方書では，当初は D k

を1.5倍することから始まり，その後は理論的な検証を行

い，式（2）が導出されている22）。今回の試算において，

このひび割れの影響についても確認を行う。なお，文

献6）では示方書の方法を踏襲している。

　（2） 拡散係数の試算結果

値は，日本の港湾の場合の一般的な配合（0.5）で得ら

れる拡散係数の値よりもかなり小さい値が設定されてい

る。しかし，この値をそのまま用いて試算を行うと，鉄

筋位置の塩化物イオン濃度は非常に大きい値となり，何

らかの換算が必要であることが示唆される。

　ひび割れ有りの場合，日本の照査方法だと，拡散係

数D kが小さい場合ほど，式（2）におけるひび割れの項

（第2項）の影響が相対的に大きくなる。なお， σseによっ
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 ても大きく変化する。 σ seが大きいとひび割れ幅が大きくな と考える。ただし，自由度が無いという欠点がある。

り，この場合，コンクリート自体の性能の差が表れにくく

なる。すなわち，コンクリート以外の観点で，耐久性を 4.　おわりに
向上させる必要が生じる（結果として対策の実施が促さ

れる）。 　本稿では，主に港空研が関わった試験結果や国内

　ひび割れの項の影響については，ひび割れ部での拡 外の既往の知見との比較を行いつつ，塩化物イオン拡

散メカニズムが不明確なこともあり，課題は残されている。 散性状の評価手法に関する整理を試みた。また，日本

また，拡散係数の設定および予測計算の際に，構造設 国内での塩化物イオンの侵入に伴う鋼材腐食に対する

計の検討結果を反映させる必要も生じる。ここで，今 照査時に算定される塩化物イオン拡散係数と，ある海

回の表2のように，コンクリート品質に目標値が設定され 外で設定されている，拡散係数の目標値（コンクリートの

た場合だと，ある試験により性能を確認（照査）するのみ 要求性能として設定されたもの）との比較を試みた。

であり，比較的簡便である。ひび割れ幅の制御は別で 　本文の内容が，海外でのインフラ整備の際，あるい

実施し，コンクリートについては品質のみで検討し，そ は日本における塩化物イオン拡散性状を検討する際の

れを実験で確認するという方法も選択肢としてはあり得る 参考資料となれば幸いである。
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お知らせ

令和 4年度
第 44回「セメント若手の会」夏季セミナー

　セメント若手の会では，セメント・コンクリートに関わる産学の若手の勉強および交流を目的として，セミナー

を開催しております。本年度は，2022年9月2日（金）にオンラインにて講師の先生方をお招きし，ご講演頂

きます。ふるってご参加頂けますようお願い申し上げます。

主　　　催 セメント若手の会

後　　　援 （公社）日本セラミックス協会セメント部会，（一社）セメント協会

日 　 　 時 2022年 9月2日（金）

開 催 方 法 オンライン

参 加 費 用 （PDFテキスト送付）　 　  　一般5,000円，学生無料

（PDF＋印刷テキスト ※送付）　一般 7,000円，学生 2,000円　※印刷テキストは事後送付

申 込 締 切 2022年 8月22日（月）（定員 100名）

演　　　題 １．セメント・コンクリート業界でのカーボンニュートラルの取り組み／野口貴文(東京大学教授）
（仮題/順不同・敬称略）

２．CO₂を測定するための測定装置およびその測定原理／講演者未定（（株）島津製作所）

３．CO₂固定型カーボンネガティブコンクリートCO₂-SUICOMの開発と今後の展開

／向　俊成（鹿島建設（株））

４．高炉スラグの特性とその先端分析手法～ XAFS等を用いた高炉スラグの六価クロ

ム溶出抑制能の評価／平本真也（日鉄高炉セメント（株））　　

５．ジオポリマー技術の進展と実用化への展望／李　柱国（山口大学教授）

６．セメント化学の立場から脱炭素化社会に向けたセメント業界の在り方／名和豊春

（元北海道大学教授）

申 込 方 法 E-mailまたはFAXにて，氏名（ふりがな），所属，連絡先住所，TEL，E-mailア

ドレスをご記入の上，下記申込先宛にお送り下さい。領収書が必要な方は，お申し

出下さい。

参加申込先 〒755-8633　山口県宇部市大字小串字沖の山 1-6

UBE三菱セメント（株） 研究所 セメント研究室

後藤　卓（第 44回セメント若手の会夏季セミナー代表幹事）

TEL0836-22-6186　FAX0836-22-6176　E-mail suguru.goto@mu-cc.com
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透水による固化処理土の強制的な
変質促進への取り組み 

Study on forced deterioration of cement treated soil by using water percolation

高橋　英紀　　後藤　友亮
図1　固化処理土の変質メカニズムの概念図

1．はじめに

　剛性と強度の増加や汚染物質の封じ込めを目的とし

て，セメントによる土の固化処理技術を利用することが

増えている。一方で，固化処理土は長期的には暴露

面から変質して強度が低下することも知られている。変

質のメカニズムとしては，暴露面からの拡散によって間

隙水でのカルシウムイオン濃度が低下し，化学的に安定

な状態を保つために，構造骨格を補強していたセメント

水和物等からカルシウムが間隙水へ自発的に供給さ

れ，セメント水和物が壊れることによって力学的に変質

すると考えられている（図1）。変質特性を把握した上で

現場にて固化処理技術を利用することが重要である。

試験室において水や土への暴露による変質の観察は長

期間に及ぶことから，その検討事例は限られているが，

例えば文献1～10）が挙げられる。これらの研究では，現

場で打設した固化処理土の劣化深さを調べたり，試験

室で水や土に長期間暴露して固化処理土の変質特性

を調べたりしている。これらによって，固化処理土の強

度が低下したり，カルシウムが溶脱して変質が進んだり

たかはし　ひでのり　／　TAKAHASHI Hidenori
（国研）海上・港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所
グループ長　博士（工学）　技術士（建設部門）

ごとう　ゆうすけ　／　GOTO  Yusuke
国土交通省四国地方整備局（前・港湾空港技術研究所）
係長　修士（工学）

していることが明らかとなっている。

　上記のような水や土への暴露による固化処理土の変

質の検討には年単位の期間が必要であり，何らかの方

法で変質を促進して短期間で変質特性を把握できれば

有用である。特に，現場で固化処理土を利用する前に

数年をかけて変質特性を把握することは難しく，固化処

理土の変質促進による試験が必要になってくる。コンク

リート分野では変質を促進することは検討されており，

①浸漬法，②通水法，③電気的手法といった方法が利

用されてきた。①の浸漬法は，固化した試料をイオン交

換水などの溶液に暴露する方法である。実現象に近い

変質過程を観察することは可能であるが，変質の進行

は非常に遅い。②の通水法は，固化した試料にイオン

交換水などの溶液を通水して，セメント水和物を溶解さ

せて，変質させる方法である。透水経路付近の変質を

急速に進めることが可能であり，比較的短期間に変質

を行えるメリットがある。ただし，選択的に透水経路が

生じて不均質に変質が進展する可能性があったり，移

流と分散，拡散が同時に生じるために，変質に対する

解釈が複雑であったりする。③の電気的手法は，固化し

た試料の両端から通電することによって電気的に溶存イ

オンを移動させることで，変質させる方法である。短期

間に固化した試料を変質させられるが，この方法にお

いても通水法と同様なデメリットがある。

　著者らの研究グループでは，コンクリート分野で提

案されている②通水法と同様の方法によって固化処理
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土を強制的に変質させることに取り組んでいる11～13）。

固化処理土はある程度の間隙水を有しており，一般

的にはコンクリートよりも透水量が大きく，②通水法が

最適と考えた。固化処理土に透水することによって移

流と分散が生じ，間隙水でのカルシウムイオン濃度が

急激に低下し，セメント水和物等からカルシウムが間

隙水へ供給され，固化処理土の強度が低下すると考

えられる。拡散に比べて移流と分散は大きく卓越する

ため，変質が促進されることになる。研究の初期段階

では，透水方法や用いる土の種類，透過させる液体

の種類などの検討で試行錯誤を続けた。試験方法を

確立できた後も，固化処理土を変質させるための透

水時間が分からず，さらなる試行錯誤を続け，最終的

には透水による排液の化学特性から変質の兆候を把握

できるようになり，確実に変質させられるようになった。

本稿では，試験方法の概要と得られた試験結果の例

を紹介する。

2．試験条件

2-1.　試験結果

　研究対象としている土は粘性土であり，その透水

係数は比較的小さいが，セメント固化処理を行うこと

でさらに透水係数は小さくなる14）。このため，固化処

理土に透水を行うには，上流側の水圧を高めて加圧

透水することが必要である。透水装置の概略図を図 

2に示す。供試体の寸法は直径 50 mm×高さ30 mm

の円筒形とした。上面に水圧を作用させて下方へ透

図2　透水試験機の概略図

水を行うが，供試体側面での水漏れを防ぐために，

ゴムスリーブを介して上面での水圧よりも大きい側方拘

束圧を供試体に作用させた。供給した水は純水であ

る。供試体の下面は，供試体の乾燥を防ぐために水

に浸る構造として，大気圧下で配管から水を溢れさ

せて，その排液を回収した。定期的に排液を回収し，

それに対して化学分析（pH，Na+濃度 , Ca 2+濃度，

電気伝導率）を実施した。また，所定の期間にわたっ

て透水した後に，試験装置から供試体を取り出し，

力学試験（一軸圧縮試験，針貫入試験）を実施した。

透 水した供 試 体は小さいために，15 mm×15 

mm×30 mmに切り出した供試体に対して一軸圧縮

試験を行った。力学試験に加えて，走査電子顕微鏡

（SEM）によって固化処理土断面の観察を行った。な

お，本試験方法には適用範囲がある。側方拘束圧

や水圧を加えるために低強度の固化処理土に対して

は試験を行えない。また，透水して間隙水を入れ替

える必要があるため，セメント添加量が大きく間隙水

を有さない固化処理土や透水係数が著しく小さい固
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表1　試験ケース

ケース名 母材 セメント セメント添加率 養生期間 透水期間 加えた水圧 

A10-1 21日

400kPa

A10-2 44日

A10-3 
10% 

64日

A10-4 64日
約 50日

B10-1 50日

B10-2 川崎粘土
早強ポルトランド
セメント 

114日

B6-1 35日
6% 200kPa 

B6-2 64日

C10-1 10% 141日 400kPa 

C6-1 6% 約1年 106日 200kPa 

D10-1 10% 55日 400kPa

化処理土には適用できない。ただし，現場で一般的 3．固化処理土の変質特性
に用いられる固化処理土（一軸圧縮強さが数  100～

2000 kN/m²程度）のものには本試験の適用は可能 3-1.　排液の化学特性

である。 　透水中に固化処理土に対して直接的に力学試験を

実施できないため，透水によって生じる排液を化学分析

2-2.　試験に用いた供試体 することで変質状況を推測した。排液は固化処理土の

　試験に用いた固化処理土の母材は川崎港で採取 間隙水を代表しており，間隙水の pHやカルシウム濃度

した海成粘土であり，早強ポルトランドセメントで固化 などの状態を教えてくれる。また，排液に含まれるカルシ

したものである。試験ケースの一覧を表1に示す。自 ウム量を累積することで，固化処理土から溶脱したカル

然含水比が  50～  60%程度の粘性土に加水して，そ シウムの総量を知ることができ，変質の程度を推定でき

の含水比を 80%に調整した。水セメント比を W/C = ると考えた。

0.8とし，土に対する乾燥重量比 6%と 10%のセメント 　例としてケース A10-1とA 10-2で計測した pHとN a + , 

を添加・攪拌した。粘性土とセメントの攪拌後，一軸 Ca2+，電気伝導率の 4種類の指標を図3に示している。

圧縮試験用のプラモールドに詰めて，約 20度に保っ 横軸は累積排水量であり，縦軸は各時点で回収した排

た恒温室にて水中で封緘養生を行った。養生期間に 液への化学試験結果である。全排液に対する化学試

ついては，短期間と長期間の  2種類とした。短期間 験結果ではないことに注意されたい。間隙水への供給

とは固化処理土の強度増加率が低減する約  50日程 源が無い Na +の濃度を見ると，初期の約 1000 gの透

度であり，長期間とは約 1年以上である。これらの期 水後には排出されなくなっている。用いた母材は海成粘

間で養生した後に，固化処理土に透水を行った。透 土ということもあり，土に含まれていた Na +が流出したと

水装置へ設置する供試体（高さ100 mm）をプラモー 言える。一方，Ca 2+については排出が続いており，間

ルドから取り出し， 2000 kN/m²の供試体を切り出し， 隙水への Ca 2+の供給源があることを確認できた。供給

透水に供するものと引き続き水中で封緘養生するもの 源としては，残留したセメント成分やセメント水和物と推

と分けた。透水を終了した際に，両者に対して力学 測され，固化に必要なカルシウムが溶脱したことが分か

試験と SEMによる観察を行い，両者を比較して変質 る。これが固化処理土の強度を低下させると考えられる。

特性を把握した。 また，透水量が増えると排液に含まれる Ca 2+の濃度は

図3　排液の化学試験結果

図4　力学試験結果

低下する傾向も見られた。透水の初期段階では，残留

したセメントや溶解しやすいCa（OH）₂などのセメント水

和物によってCa 2+が供給され，その後，溶解度が低い

ケイ酸カルシウム水和物（C-S-H）からCa 2+が供給され

ていると考えられ，その溶解度の低さによって排液での 

Ca2+濃度は低下したと推測される。

　pHと電気伝導率については，透水量が増えると徐々

に低下していた。ただし，pHは10以上の状態は保た

れており，間隙水が中性にはならずにアルカリ雰囲気が

保たれていた。また，Na +やCa 2+などのイオンが減少

するので，電気伝導率が低下したと考えられる。他の

ケースでの結果の図示を省略するが，ケースA10-1と

A10-2と同様の傾向であった。

3-2.　カルシウム残量と強度低下

　透水を止め，試験機から取り出した供試体と水中で

養生しておいた供試体に対して力学試験を実施した。

図4に，一軸圧縮強さと針貫入勾配を示している。各

供試体に対して複数回の試験を実施しており，その平

均値を示している。横軸は，添加したセメントに含まれ

るカルシウム量から，排液のCa 2+の濃度を累積して求め

た総排出カルシウム量を引いた値を示している。

　いずれの試験結果でも，固化処理土内に残留するカ

ルシウム量が少ないほど強度が線形的に低下していた。

これから，透水によって固化処理土の強度が低下する

ことが確認できるとともに，残留カルシウム量によって強

度低下率を表せることが分かった。図中には回帰直線
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（a）　セメント添加率 6% （b）　セメント添加率 10%
図5　SEMによる顕微鏡写真

を示しているが，その切片は原点ではなく，残留カルシ 化処理土の写真も併せて示している。なお，SEMによ

ウム量と強度は比例せず，固化処理土の強度を発揮す る撮影は局所的なものであり，実際には，様々な状況

るためのカルシウム量の限界点があることも確認された。 の写真が撮影できた。図には固化処理土の状況を代表

また，固化処理土の特性として，添加するセメント量（つ している写真を示している。

まりカルシウム量）に対してほぼ線形的に強度は増す 　図 5（a）に，セメントを6%添加した固化処理土の

が，透水によってカルシウムが溶脱する場合にも，残留 顕微鏡写真を示しており，短期養生と長期養生の固

するカルシウム量によって強度を説明できることを実証で 化処理土に関わらず，透水によって大きな水ミチは発

きた。なお，当初は透水した供試体と透水していない供 生していなかった。前節に示したように，透水によって

試体の強度比で図を整理する予定であったが，ばらつ 固化処理土の強度は低下したが，この要因が透水に

きが大きく傾向を把握できなかったため，図4のように強 よって水ミチが発生して構造骨格が変化したためでは

度自体で図を整理した。実施した圧縮試験では高さ30 ないことを確認できた。セメント水和物について着目す

mmと小さな供試体を使用し，針貫入試験も局所的な ると，短期養生の固化処理土にはセメント水和物と考

強度の測定であり，結果のばらつきが大きい試験である。 えられる物質を明確には確認できず，少量の針状の

このため，誤差が累積する比率での比較が難しかった 物質が確認できる程度であった。一方，長期養生の

と考えられる。試験結果のばらつきを減らすことは今後 固化処理土にはセメント水和物と考えられる物質が多

の課題である。 く形成されていた。透水によってこれらの物質が減る

傾向にあった。図 5（b）には，セメントを10%添加し

3-3.　SEMによる観察 た固化処理土の顕微鏡写真を示しているが，添加率

　大まかな構造骨格の違いやセメント水和物の状況を 6%の固化処理土とほぼ同様の変質特性が見られた。

確認するため，SEMによって固化処理土を観察した。

撮影画像を図5に示している。図には，セメント添加量 4．おわりに
を6%と10%にした供試体に対して，短期養生後に透

水したものと長期養生後に透水したものの顕微鏡写真を 　本稿では，著者らが取り組んでいる透水による固化

示している。また，それぞれについて変質していない固 処理土の変質促進試験の概要と固化処理土の変質特
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8）Takahashi，H.，Morikawa，Y.，Fujii，N. and Kitazume，M. ／ 

Thirty-seven-year investigation of quicklime-treated soil produced 
by deep mixing method，Ground Improvement，Vol .171，
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わたしたちの暮らしのサポーター

セメント安全で快適な暮らしを支えています。

日々の生活の安心・安全を支え，省エネ，省資源で環境貢献をして
いるセメント産業について，一般・小・中学生向けにわかりやすく
解説したパンフレットを作成しています。
　大人から子供たちまで，あらゆる世代の方々にご理解いただける
内容です。ご希望の方には無料でお届けいたします。申込みは部数
と送付先を明記の上，下記までファクスでお申込み下さい。

（一社）セメント協会　広報部門　FAX 03－5540－6181

［おもな内容］セメントって知ってる？／みんなの安全なくらしを守るコンクリート！／みんなの身のまわりにあるセメント
・コンクリート／セメントができるまで／世界トップクラスの省エネ技術！／廃棄物をセメントの原料に！／セメント工場が
無かったら日本はゴミの山！？／未来を守るセメント工場
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図1　構築したデータベースのイメージ
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三浦　雅仁

調査診断事例報告書データベースの
構築と整備活用

Construction and maintenance utilization of Investigation diagnosis case report database

1．はじめに

　社会インフラの整備においてコンクリート構造物を適

切に維持管理するには，個々の構造物の現状把握を

行うことが必要不可欠であり，それには適切な調査・

診断が必要となる。調査・診断に求められる内容には，

表1のようなものがあり，適切な調査・診断を行う上

では，既往の調査診断事例が役立つ。しかし，そうし

た調査診断事例は，十分に整備されていないのが実

情である。その理由は下記①～③のようなもので，社

内においても，貴重な調査診断事例となるほど，特に

その傾向が強い。

　① 【事例の秘匿性】　共有に値する調査診断事例

は，事故・不具合・過失等が顕在化した場合も多く，

一般的には秘匿しておきたい出来事である。

　② 【蓄積の格差】　診断経験は年数・機会に比し

て蓄積されるため，所属する組織によって所属員の構

成は異なり，経験の蓄積に差異がある。

　③ 【共有の難しさ】　稀有な課題解決にこそ類例が

必要だが，必ず好例に辿りつける訳ではない。異なる

組織では情報の横断が容易でない。

　調査診断事例をデータベース（以下，DBと略）化す

るにあたっては，前述の課題を解決する必要がある。

しかし，組織により，共有情報の形態・人材と資源・

情報活用の目的は多様であるのに対して，必要とする

DBを構築する方法は，十分対処できるほど充実して

はいない。また一般的でもないが，一例として当社に

おける調査診断事例を対象としたDBの構築と整備活

用の取組みについて紹介する。

　インフラ分野のDX化が推進される今日，セメント・

コンクリートに関する構造物と製品に関わる技術者に

とっても，各種情報を蓄積し，共有する意義は大きい

ものと思われる。DBの形態はそれを必要とする組織に

より千差万別であるものの，参考となれば幸いである。

みうら　まさひと　／　MIURA Masahito
（株）コンステック　技術本部　調査技術部

2．データベースの構築

2-1.　共有対象となる情報の整理

　DB構築の手始めとして，共有化すべき社内情報に

ついて洗い出しを行った（表2）。社内情報について報

告書以外は，案件ごとに情報の有無や水準の隔たりが

大きく，網羅的に収集しても蓄積する情報が適切に活

用されない可能性があることや，共有化作業の労力に

見合わないことが考えられたため，報告書のみを共有

化の対象とした。

　共有化する報告書は工事・調査・構造の各部門に

属し，共有にはデータベース化が必要である。データ

ベース化には，収集データをテーブル定義により検索

可能な状態にする必要があったが，それには，紙媒

体で保管されている報告書のデジタル化について対処

する必要があった。結果的には建設現場の慣例で，

紙媒体で提出・保管されている工事完了報告書のデ

ジタル化には多大な作業を要するため，調査部門の報

告書のみをデータベース化することとした。

2-2.　構築による利点

　DB構築による利点を表3に示す。当社において享

受できる利点は，向上・活用・記録といった要素であり，

表1　調査・診断の内容
項目 内容

劣化のメカニズム
中性化・塩害・ASR・凍害等の劣

化機構に関する知識

調査・分析手法
劣化程度・原因の調査方法の選択

と実施に関する知識

規準・指針
調査結果を照査する規準・指針の

参照

原因推定・劣化予測
諸要素を考慮した原因推定と劣化

の予測

対策の要否・計画
実効性のある対策

（妥当性・効果・経済性）

診断経験
調査計画から報告書作成を業務と

して遂行した経験

営業 工事 調査 構造

報告書 - 〇 ● 〇

計画書・要領書 - ◎ 〇 -

仕様書・図面 - 〇 - 〇

営業資料・業務収支 〇 〇 〇 〇

台帳・予算管理

本社 顧客情報

不具合事例

凡例： ●DB構築により全社的に共有

◎全社的に共有

〇事業部内で共有

◎

管理

所有
社内情報

組織内の各部門

◎

◎

事業部

表2　社内情報と共有状態の関係

向上については，データベース化により集約された情報

へのアクセスによって，技術者の知識・知見と成果品

の向上が期待された。活用では，定型業務報告書の

標準化や類例調査の報告書利用・閲覧による効率化，

過去事例と担当者の検索による情報共有が図れる。ま

た，記録については，全事業所で日々 作成される報告

書の収集によって知的財産の蓄積が可能となり，クラウ

ドストレージへの業務データ保存により，ある事業所の

データが消滅しても業務を継続できる，などの利点も挙

げられた。

2-3.　構築したデータベースの概要

　DBの構築は，要件を満たし最も費用が抑えられる

Office365を用いた（図1）。Office365は，マイクロソフ

ト社が提供する製品ラインの定額制サービスであり，多

様なアプリケーションをクラウドサービスとして利用できるも

ので，DBに必要な機能が備わっている。またアカウント

分類 項目 利点

・良い報告書を手本にできる

・事例閲覧による向上と補完

非定型業務

への対応
・特殊業務の事例検索と閲覧

効率化 ・定型業務報告書の標準化

・類例調査の報告書利用

情報共有 ・過去の調査事例の検索

・担当者の検索問合せ

・調査診断は年間1,200件

・全事業所の報告書を蓄積

クラウドへの

データ保存
・データ消滅時の事業継続

定型業務の

レベル向上

知的財産

の蓄積
記録

活用

向上

表3　DB構築の利点



 

 

 

表4　DBの要件
項目 内容

データ収集・管理 ・クラウドによるデータ入力　・将来のデータ移行

検索機能 ・キーワード検索　・選択肢のフィルタ検索

報告書の閲覧 ・PDF報告書の閲覧

共有と情報管理 ・所属職種に対応した権限設定　・情報漏洩対策

表6　抽出項目と選択肢
抽出項目 選択肢または要素

業務概要 工事番号,事業所,工事名称,業務の目的,キーワード,対象名,建設年

分野 建築,土木,環境

教育,庁舎,共同住宅,事務所,医療,宿泊施設,福祉施設,店舗,公共施設,

構造物の 工場,倉庫,駐車場,他建築,個人住宅,歴史的建造物,受変電設備,橋梁,

分類 トンネル,ダム,擁壁,下水道,水路,法面,管渠・函渠,桟橋,タンク槽,護

岸・岸壁,道路,他土木,灯台,煙突,鉄塔,その他

構造種別 SRC,RC,S,W,免震,CB,煉瓦造,石造,免震

ひび割れ調査,劣化調査,外壁調査,躯体調査,配筋調査,赤外線調査,火

害,塩害,凍害,化学的腐食,漏水,アルカリ骨材反応,沈下・変形,耐震診

調査区分 断　図あり,耐震診断　図なし,構造・補強検討,振動計測,非構造部材

（建築） 調査,耐力度調査,被災度判定/調査,材料試験,設計・監理,補修計画,土

質調査,ボーリング調査,点検,画像撮影調査,アスベスト調査,スリット

調査,その他

調査区分

（環境）
大気調査,水質調査,騒音調査,振動調査,土壌調査

劣化・損傷,欠陥検出,診断・評価,材料調査,仕様調査,原因推定,対策,

目的 瑕疵責任,点検,修繕計画立案,再利用の検討,資料収集,補修要否,補修

案,劣化数量,補修費用,耐震診断,補強検討,図面復元,図面照合

コンクリート

物性

圧縮強度（標準コア・小径コア）,反発度法（シュミット）,静弾性係

数,気泡間隔係数,配合推定,透気性,透水・吸水性,アンカー引張試験,

音速の測定

中性化深さ（コア・斫り・ドリル）,塩化物イオン量,凍結融解試験,硫

劣化・損傷 酸塩の分析,含水率測定,残存膨張試験,ゲルの観察・分析,岩種判定,定

量・定性,表面観察,UVスペクトル法

鉄筋
配筋間隔,かぶり厚さ,鉄筋径,鉄筋本数,定着長さ,鉄筋腐食度(斫り),

自然電位法,分極抵抗法,引張試験,成分分析

鉄骨 引張試験,超音波探傷試験,厚さ測定,引張強度の推定,ボルトの引張試

（鋼材） 験,ボルト軸力測定,成分分析

赤外線法 はく離検出,内部欠陥,背面空洞,漏水検出,温熱・断熱環境,筋交い調査

躯体・仕上

打診 目視,ひび割れ深さ,欠陥の有無,構造スリット調査,杭の損傷確

認,レベル測定,傾斜量（壁・柱）,部材の変形量,図面照合,部材寸法,

開口寸法,壁体区分(RC・CB),付着力試験,シーリング試験,材種判定,成

分分析,目視調査,防水層の試験

振動計測
居住性能評価,補強効果の確認,解析モデル検証,固有振動数の測定,常

時微動測定

ウィンザーピン,圧縮強度試験,曲げ強度試験,引張強度試験,密度・吸

煉瓦・石 水試験,要素圧縮試験,要素引張試験,要素せん断試験,構造体での試験,

アンカー引張試験,目地の成分分析,静弾性係数,岩石試験

画像撮影調査 ファイバースコープ,煙突撮影,ドローン撮影,高精細カメラ

点検 定期点検,臨時点検,12条点検,非構造部材の点検

アスベスト 吹付け材,建材・保温材,仕上げ塗材,スクリーニング調査

地盤・基礎
掘削調査,ボーリング調査,地耐力の測定,液状化判定,土質試験,埋設物

探査,土壌汚染調査

温湿度測定,硫化水素ガス濃度,水質検査,ビルグリーンシステム,アン

その他の調査 ケート調査,トレーサガス漏水検出,施工記録の確認,載荷試験,設備機

器

図2　データベースの構築から運用のフロー

表5　要件を満たす DB方式の検討
A B C 

項目 主な検討要素 SEによる

構築 
DBソフト Office365

機能

水準

・必要機能の有無

・システムの水準

〇 
高・任意構築が

可能

△ 
中・選択可能

（製品選択）

✕
低・制限あり 

検索

①キーワード検索

②全文検索

③自然文検索 

④ PDFの OCR処理

△
①～②が可能

〇 
①～④が可能

△
①～②が可能 

メンテ

ナンス

・自社での修正
※・追加費用 

・年間保守費

✕ 
自社修正不可

△
機能変更と年間

保守が必要

〇
自社修正可能、

費用不要 

導入 システム構築と導
✕ △ 〇 

期間 入に要する時間 6ヶ月以上 3～ 6ヶ月 1～ 3ヶ月 

初期

費用

・システム導入費

・サーバー等設置

✕ 
全て必要、かつ

高額

△
全て必要

〇
不要

※運用段階でのシステム変更による費用

IDごとに利用権限を設定できることが可能であり，情報

管理においてこのような仕組みは必要不可欠である。

　構築したDBの仕組みは，図書館に置き換えると理

解が容易である。すなわち図書目録がSharePointの

DBリスト，目録一行分の情報をPowerAppsで入力する。

開架書架にある書籍がPDF報告書であり，このPDFファ 　DB方式の検討では，まずシステムの要件整理を行

イルはOneDriveのアクセス権限が不要な領域に保存さ い，収集・入力，検索，閲覧，共有と情報管理につ

れている。一方，閉架書庫にあるのが写真・図面・PCファ いて必要とされる機能の洗出しと整理を行った（表4）。 

イル・計画書等の報告書構成データであり，この領域 続いてDB方式の検討では，機能・水準，検索，メン

はアクセス権限を要する。 テナンス，導入期間，初期費用などについて，要件を

基に検討した。検討の結果，機能と検索に限界はある

2-4.　DB方式の検討から運用 ものの，他の要件を満足していることからOffice365を採

　DB構築から運用に至る過程は，図2に示す段階と 用した（表5）。テーブル定義については，用語の統一

実施事項による。各段階における実施事項の要点を以 を行ったのち，各報告書から表6の用語を選択肢とし

下に記載する。 て抽出した。
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表7　DBの問題点とその原因・対策

区分
ヒアリング

の指摘事項
原因 改善・解決

入 近因
入力情報・項目を

過大に設定した

全文検索による

入力作業の軽減
力 入力に多大な

作

業

手間を要する

遠因
運用途中の項目追

加による手戻りを

回避するため

今後の改善運用

で収集情報の削

減を検討

検
検索結果に意

近因
機能上 ※、熟語を最

小単語に分割し処

理されるため

検索記号

（*/””）を用

いた検索

索
図しないもの

が表示される 汎用的なソフトを DB向けの専用ソ

遠因 DBに特化して利用 フト・システム

している の利用

報

告 閲

画面の視認性

が低い。報告

近因 
Office365の機能限

界であり、 DB方式

選択のミス 

100％の改善は、

現状では困難

書 覧 書の印刷が不 汎用的なソフトを DB向けの専用ソ
の 可能。 遠因 DBに特化して利用 フト・システム

している の利用

　※SharePointのワードブレーカーが機能する（例："本社技術部"の文字列は、

　　本社/技術/部 という最小の単語に分割し検索される）。

3.　今後の運用整備

3-1.　改善点

　運用開始から9ヶ月を経過した時点で，利用状況や

問題等についてアンケートを実施した。アンケートから

抽出した問題点とその原因・対策を表7に示す。指

摘された主な問題点は，入力作業，検索，報告書の

閲覧に関する事項であり，その原因には近因と遠因と

がある。近因とその改善では，Office365が持っている

機能の範囲で改善を図る予定である。一方遠因は，シ

ステム構築を行ったOffice365の理解不足と，機能の限

界である。この問題を改善するには，現状のシステムを

刷新して，SEによる構築やパッケージソフトの導入によ

る方法が挙げられるが，ここで熟慮を要するのが費用と

効果のバランスである。

　SEによる構築やパッケージソフトの導入は，要件を満

たすシステム構築の自由度が高い反面，初期費用は

SE構築で約700～800万円，パッケージソフトで200～

300万円を要し，これに加え初期費用の5％～10％程度

が年額のランニングコストとして必要になってくる。さら

に，DBシステム用のサーバー購入費用や，運用中の

システム変更費を含めれば，5年間の合計費用は500～

1,000万円となる。この規模の経費支出には，全社的な

要請や一定の営業成果が得られる等の理由を要する。

現状のDBは，主に調査部門の情報共有と効率化を目

指したもので，計画している用途や役割のみで前述の

費用を投入するには，費用対効果が小さい。

　一方で，この点については，表1に示したように，社

内で共有化が可能な情報は複数あり，DB化による情

報の収集と共有化を，調査報告書に留まらず工事や構

造部門にも広げ，“将来的”には費用に見合う効果を得

られる枠組みへとシフトさせる方策があると考えている。

3-2.　整備と活用

　運用開始後，一定期間が経過し利用者からの意見

や運用上の課題も見えてきた。今後はそれらを改善・

解決する取組みを行っていく計画である。さらに，そ

の先の取組みとして，収集・蓄積した情報を「より良く

使う」事が重要であり、データベースを発展と向上に役

立て，組織の持続的成長に繋げるのがDB構築の最

終目標である。このためには，運用側である筆者のみ

ならず，個人・組織ともに以下の点に取組む必要があ

ると考える。

　（1）デジタル時代への準備

　2008年の世界の時価総額トップ10企業は，石油・

製造・通信・金融であったが，2018年には10社中6

社をGAFAに代表されるデジタルプラットフォーム企業が

占めた1）。今後もデジタル技術を駆使する企業が，世

界経済と人々に大きな影響を及ぼし続け，日本政府が

呼び掛けるデジタルDXに取組む企業もある。ここで「わ

が社もこの動きに乗遅れないよう，多くの人・カネを投入

すべき」というのは極端で，物事には“順序”と“身の丈”

というものがある。まずは手近なことから算段を付けて成

すのが中策と言える。具体的には『情報の三段活用』と

称するが，下記を実践していくことである。

① 【情報を道具として整える】　➡必要な情報へ簡単・

迅速にアクセス可能な仕組み作り。知識・知見の蓄積

を図る。

② 【使い方を身に着ける】　➡スキル・リテラシーを養う
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図3　調査マップのイメージ（ひび割れ調査の例）

（情報の活用力）

③ 【上手に使う】　➡迅速な情報の検索・共有・提供，

情報を活用した創造的・開拓的な活動

　① は言うまでもなく，データベースのようなシステムを

構築し運用して行くことであり，その意義はこれまでに述

べた通りである。知識・知見の蓄積は，知的財産の形

成に繋がる。

　② について，情報は道具であり武器である。帯刀

しても使えず・使わずでは飾りや重荷にしかならない。

必要な情報を入手する方法をきちんと身に着けておくべ

きで，組織内のDBやサイトからの情報取得がそれに当

たる。ネットの膨大な情報から必要とする情報を検索・

収集できるスキルも必要である。

　③ は今後の整備次第ではあるが，調査・設計・

工事・営業などのデータベースが整えば，各担当者

が必要な情報に簡単・迅速・自由にアクセスできるこ

ととなる。そうなれば各人の資質や意欲次第で，業務

水準の向上や効率化が可能である。また，蓄積した

情報は，現在広がりを見せているAIや自動処理によ

る，業務支援のシステム構築において教師データともな

る情報である。

　（2） 必要な情報へのアクセス

　必要な情報の探し方には，a）必要情報の存在が分

かっていて探すか，b）膨大な情報から最適なものを選

択する，の二つがあり，a）がキーワード・フィルタ検索，

b）が閲覧による検索となる。

　a）は，当社であれば調査や構造技術者が行うもの

で，現状のDBでも入力情報に関するキーワード・フィ

ルタ検索は可能であるが，最適な検索機能を有しては

いない。理由は，全文検索が一部のデータに留まって

いることと，サーチエンジンや高度なデータベースで採用

される自然文検索に対応していないためである。自然文

検索とは，話し言葉のような文脈からキーワードを抽出

し，これを検索したい情報との関連度順（検索スコア）に

文書をランキングする機能である。

　全文検索は自動化により全データを処理する予定であ

るが，自然文検索の導入は現状のシステムでは不可能

であるため，システムの刷新が必要であり，その要否は

今後の運用による。

　b）は営業が顧客から提示された調査条件を元に，

合致する事例を検索する場合が想定される。この場

合，完全一致する事例は少なく，絞り込んだ複数の事

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

56 

例から最適なものを選択するが，知らないものを探す

のは難しく，検索に過大な時間を要するのであれば，

そのシステムは利用されない。現状のシステムは，学

術団体や政府機関が提供するようなインテリジェントな

検索閲覧機能を有してはおらず，使いづらい。

　これを補うものとして，図3に示す『調査マップ』を

整備したいと考えている。これは路線図のように，調

査種別の各段階と，関係要素との関係性を視覚的に

配置したもので，感覚的・直観的に調査に関する要

素を認識できる。この調査マップにDBの事例を関連

付けることで，視覚的に配置された各要素を選択する

と，必要な情報が抽出される仕組みが，アイディアの

上ではできあがる。これが整備できれば有用な道具に

なると考えている。

「第 15回北陸道路舗装会議」を開催
　2022年 5月31日と6月1日の両日,新潟市中央区の

ANAクラウンプラザホテル新潟において，第15回北陸

道路舗装会議（主催：北陸道路舗装会議実行委員会）

が，約800名の参加者を集め開催された。本会議は「積

雪寒冷地における舗装技術の研鑽と向上」を目的として,

産・官・学が一体となって取り組む舗装会議であり， 

1979（昭和54）年から3年ごとに開催され，昨年はコロ

ナ禍のため一年延期をしての今回で15回目を迎えた。

　開会式では，開会の挨拶，来賓からの祝辞の後，

元タカラ物流システム（株）代表取締役社長・会長　

大谷將夫氏より，「働き方改革を成功させる意識改革と

業務改革」と題した記念講演が行われた。

　続いて，報文発表として口頭発表（4会場）とポス

ターセッション発表（1会場）に分かれ ,報文件数 68編

について発表・討議が行われた。また，「舗装の点検・

維持修繕」と「ICT舗装」に関する舗装技術の 2テー

マについて「討議セッション」を設け，活発な意見交換

が行われた。

4.　まとめ

　調査診断業務に関する報告書を収集・整理・活用

することで情報共有を図り，発展や向上へと繋げるため

調査DBを構築した。現在のところ運用を開始し問題点

が抽出され，目指すべき方向が見えてきた段階であり，

調査 DBが完成したとは言い難い状態にある。ある情

報技術者によれば，データベースも人間と同じで，生ま

れた時に完成しているものではないそうである。今後も

整備と活用について具体的な方策を実施し，データベー

スを有用な道具として，作り込んでいく必要がある。

［参考文献］

1）高田祐一／デジタル時代において文化財専門家に求められること、奈良
文化財研究所研究報告第27冊，p.3，2021年

開会式の様子

　会議 2日目午後からのパネルディスカッションでは，

「持続可能な社会へ向けた舗装業界のこれから～働

き方改革，生産性向上，人材育成の現状と課題～」

をテーマに，石川工業高等専門学校の西澤辰男名

誉教授をコーディネーターに迎え，北陸地方整備局，

ワーク・ライフバランスコンサルタント，（一社）日本道

路建設業協会，建設業者の方々 4名のパネリストとと

もに，それぞれの立場から「北陸の舗装業界における

ワーク・ライフ・バランスの現状や課題等」について

の討議が行われ，働き方改革，DX，SDGｓなどの

取組みや進捗状況等が紹介された。
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少の要因は水結合材比であった。

　収縮，中性化および繊維補強の特性等を予測可能

な手法についても検討が進められており，今後の材料

構成の選定や最適な実験水準の決定に繋がることが

期待される。

超高性能コンクリートの強度予測のためのニューラル 強度増進剤とCO₂削減 

ネットワークモデル Laurent Guillot. 

Joaquín Abellán-García. International Cement Review

ACI Materials Journal ［4］56～ 58（2021）

118［4］35～ 38（2021）

　セメント産業は 2050年までにカーボンニュートラルを

　超高性能コンクリート（以下，UHPC）は，緻密な構 達成するために様 な々取り組みを行っている。セメント中

造と高い耐久性を特徴としており，要求性能に応じて のクリンカ含有量の低減は CO₂排出量削減に貢献する

シリカフュームやケイ酸アルミニウム等の様々な材料で 手段となり得るが，現在の技術ではセメント品質を確保

構成されている。 UHPCの材料構成の検討にあたり， した上で，クリンカ含有量のこれまで以上の低減は困難

実験では膨大なコストがかかり，既存の確率モデルで である。こうした中，CHRYSO社はセメントの CO₂排出

は各成分の相互作用等が不明であるため， UHPCの 量を削減する 2つの技術（CHRYSO ®AMA100ELおよ

特性予測は困難である。 び CHRYSO®ICARE）を発表した。これら技術はエネ

　本稿では，ニューラルネットワークを用いて UHPCに ルギー消費量の抑制とともに，セメント中のクリンカ含有

おける材齢 28日圧縮強度の予測手法を検討し，さら 量の低減を可能とする。CHRYSO ®AMA100ELに基

に圧縮強度に影響を及ぼす要因を評価している。 づく強度増進用添加剤を粉砕時に使用すると，石灰石

　既往研究と実験から，計 797の調合を学習データと 含有量が 10％のセメント（CEM Ⅱ/A-L42.5R）に対して

し，各材料の単位容積や骨材径，理論上の充填密 石灰石含有量を  7％増やしても，早期材齢から  28日

度等の 17種類を要因として圧縮強度を予測した。ま 材齢までのセメント強さに影響がなく，クリンカ含有量

た，ニューラルネットワークを構成する層間の接続の重 を7％低減できる。

みづけを算出することで，一般的に困難とされる出力 　これにより，セメント 1tあたり 56kgの CO₂排出量削

値に影響を及ぼす要因の特定が可能となり，材料構 減が可能となる。一方 CHRYSO® ICARE に基づく

成とその要因が圧縮強度に及ぼす影響を評価した。 添加剤を粉砕時に使用すると，従来の粉砕助剤を使

　その結果， 100～ 200MPaの広範囲において，実 用した場合と比較して，粉砕効率が大幅に向上する。

測値からの誤差平均 5.9%，かつ決定係数 0.8で圧縮 化石燃料に由来するエネルギーを使用する場合，エ

強度を予測できた。また，各材料が圧縮強度に及ぼ ネルギー消費量の削減という点で CO₂排出量の削減

す影響を定量的に評価でき，入力のうち最も圧縮強 が可能である。この技術を垂直ローラーミル等の省エ

度を増大させる要因は理論上の充塡密度となり，減 ネルギー型の装置に適用し，ポゾランセメントを製造し

セメント・コンクリート No. 905, July. 2022 

58 

た場合，セメント 1t当たり 31kgの CO₂排出量が削減 大きく変わりはなく，建設廃材はセメントに一部置き換

できる。このように， CHRYSO社の新しい技術は，セ えて使用できるものと著者らは考察している。

メント産業のカーボンニュートラルへの取り組みを支援

するものである。 石膏系セルフレベリング材の原料 

Andres Seifert. 

廃コンクリートまたは廃ガラスを含むセメントペーストの活 ZKG Cement Lime/Gypsum 

性評価 74［2］49～ 51（2021）

M.Frías，S.Martínez-Ramírez，ほか 

Cement and Concrete Research 　セルフレベリング材（ SL材）は建築物の床仕上施工

148．論文NO， 106531（2021） 時に平滑な床下地を形成するために使用される材料

である。石膏系 SL材は従来のセメント系 SL材と比較

　建設物の解体時に発生するガラスやコンクリートなど して流動性に優れ，広範囲に敷設可能であり，無収

の建設廃材の有効活用に向けた基礎研究として，化学 縮，高強度等の特性があるためドイツ国内で近年需

組成の異なる 2種類の廃コンクリート粉末，および廃ガラ 要が高まっている。

スの計 3種類の建設廃材をセメントに 5～ 10%添加し， 　石膏系 SL材は（1）基材，（2）混合材，（3）混和剤

セメント水和に及ぼす影響や建設廃材の反応性を および（ 4）骨材から成り，それぞれ次の原料が使用さ

XRD，TG-DTA，水和発熱速度測定により評価した。 れている。（1）基材：天然無水石膏， α型半水石膏，

また，NMR，FT-IR，SEM-EDSにより生成した水和 排脱石膏やフッ酸石膏等，硫酸カルシウムが主成分

物の分析を行った。 である。（2）混合材：石灰石フィラーやフライアッシュ

　結果より，石灰石を多く含むほど廃コンクリート粉末 等のポゾラン。（3）混和剤：活性剤，遅延剤，高性

はフィラー効果によりセメントの初期水和を促進してい 能減水剤，安定剤を  SL材自体または  SL材と水との

ることが確認された。長期材齢においては，普通ポル 混錬時に 5％未満添加される。（4）骨材：天然骨材。

トランドセメントの場合と比較し，いずれの建設廃材を 　石膏系 SL材はドイツ国内で持続可能な建築材料と

添加した場合でも Ca（OH）₂量が減少したことから， して認証を取得しており，環境面においても優れた材

建設廃材はポゾランとして働く可能性が示唆された。 料である。石膏系 SL材は 35mmの厚さでセメント系

また，普通ポルトランドセメントの場合や CaO含有量の SL材 45mmと同等の性能を得られ，材料の使用量を

多い廃コンクリート粉末を添加した場合と比較し， 削減できる。材料使用量に加えて，SL材の製造や輸

SiO₂やAl₂O₃含有量の多い廃コンクリート粉末や廃ガ 送過程等を考慮した，石膏系 SL材使用時の CO₂排

ラスを添加した場合は， C-S-Hの Ca/Si比が低くなる 出量はセメント系 SL材の半分である。最近ではドイツ

ことが確認された。 連邦教育研究省によって、 SL材を含む石膏建材の再

　化学組成や鉱物組成の違いにより建設廃材の反応 利用に関する研究プロジェクトが開始されている。石

性やセメント水和への影響は異なることが確認されたも 膏は焼成と硬化を繰り返すことができ，理論上無限に

のの，いずれの建設廃材を用いた場合でも，生成す 再利用可能である。今後，天然資源の代わりに，建

る水和物とその量は普通ポルトランドセメントの場合と 築廃材由来の石膏の利用拡大が期待される。
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生　産 販　売 輸　出

需　給

セメントハンドブック　2022年度版
　　　　　　　インターネットからご覧下さい

わが国セメント産業のデータ集「セメントハンドブック」は，2018年度版より電子書籍化して公開
しております。企業概要・需給状況・流通・原料・エネルギー・生産性・関連製品・市況・
世界のセメント需給・関連経済指標と多岐にわたり掲載。業界人必須の一冊をお手元の端
末で，いつでもどこからでも閲覧可能です。
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〇セメント製造における廃棄物・副産物の資源化を表す環境指標
〇コンクリートの最適打込み計画支援システム「T-ConPAS®」の開発
〇戻りコンクリートを再利用したコンクリート（エコクリートR³）の
　適用事例
〇東京駅北通路拡幅と新たな駅空間の創出～レンガアーチ・盛土
　からRCへ～
〇CO₂硬化型セメント「CARBOFIX CEMENT（カーボフィクスセメ
　ント）」の開発
〇シリーズ /セメントコンクリートを「科学」する　放射線・原子力
　分野での活用　その２
〇第 50回セメント協会論文賞／選考委員会の選考経過と推薦
　の理由・論文賞を受賞して
〇ずいそう(木村　整)　ほか

全面的 SB工事を行った都市型生コン工場の新しいカタチ
《新関西菱光・大阪工場》
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